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規 則 の あ ら ま し 

 

○ 名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則（第83 

号） 

1  内容 

名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例（令和 4年名古屋市条例第21 

号）の施行期日を定めるものです。 

 

 名称 所在地 施行期日 

用途廃止 大杉荘 北区大杉三丁目 令和 5年11月 1日 

 

○ 名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定める規則 

  （第84号） 

1  内容 

名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例（令和 5年名古屋市条例第28 

号）の一部の施行期日を定めるものです。 

 

 名称 所在地 施行期日 

公用開始 菊元荘 西区新道二丁目 令和 6年 3月 1日 

 

○ 名古屋市営住宅条例施行細則及び名古屋市定住促進住宅条例施行細則の一 

部を改正する規則（第85号） 

1  改正内容 

(1) 名古屋市営住宅条例施行細則 

ア 市営住宅の入居者の責めに帰すべき事由による修繕又は明渡しの際 

に要する修繕の費用等の徴収に係る様式について、規定の整備を行い

ます。（第16条の 3関係） 

イ 市営住宅の用途廃止等に伴い、名古屋市営住宅条例施行細則（平成 
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9年名古屋市規則第 114号）中別表を改正するものです。 

  (2) 名古屋市定住促進住宅条例施行細則 

定住促進住宅の入居者の責めに帰すべき事由による修繕に要する費等 

の徴収に係る様式について、規定の整備を行います。（第15条の 3関係） 

 

2  施行期日 

 令和 6年 4月 1日から施行します。ただし、改良住宅等の附帯施設の公用

開始に係る手続等に関する規定は公布の日から、名古屋市営住宅条例施行細

則別表第 1  1公営住宅の表及び別表第 3  1公営住宅に付随する駐車場の

表の改正規定は令和 5年11月 1日から、同細則別表第 2  1店舗の表の改正

規定は令和 6年 3月 1日から施行します。 
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 名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに 

公布する。 

 

 

 

令和 5 年10月31日 

 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市規則第83号 

 

   名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規 

   則 

 

 名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例（令和 4 年名古屋市条例第21号） 

の施行期日は、令和 5 年11 月 1 日とする。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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 名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定める規則を 

ここに公布する。 

 

 

 

令和 5 年10月31日 

 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 

 

名古屋市規則第84号 

 

   名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定    

   める規則 

 

 名古屋市営住宅条例の一部を改正する条例（令和 5 年名古屋市条例第28号） 

中別表の改正規定の施行期日は、令和 6 年 3 月 1 日とする。 
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名古屋市営住宅条例施行細則及び名古屋市定住促進住宅条例施行細則の一部 

を改正する規則をここに公布する。 

 

 

 

  令和 5 年10月31日 

 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し  

 

 

 

名古屋市規則第85号 

 

   名古屋市営住宅条例施行細則及び名古屋市定住促進住宅条例施行 

   細則の一部を改正する規則 

 

（名古屋市営住宅条例施行細則の一部改正） 

第 1 条 名古屋市営住宅条例施行細則（平成 9 年名古屋市規則第 114  号）の一 

部を次のように改正する。 

第16条の 2 の次に次の 1 条を加える。 

（入居者の保管義務及び費用負担義務に係る費用等の納付等） 

第16条の 3  第14条の 2 及び第14条の 3 の規定は、条例第19条第 2 項の費用 

及び同条第 3 項の規定による損害賠償金並びに前条第 2 項第13号の費用に 

ついて準用する。この場合において、これらの規定中「第15条第 1 項」と 

あるのは「第16条第 4 項」と、「家賃」とあるのは「条例第19条第 2 項の 

費用若しくは同条第 3 項の規定による損害賠償金又は第16条の 2 第 2 項第 

13号の費用」と、「から別記第22号様式の 4 まで」とあるのは「又は別記 

第22号様式の 3 」と、「から別記第22号様式の 8 まで」とあるのは「、別 
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記第22号様式の 6 又は別記第22号様式の 8 」と読み替えるものとする。 

  別表第 1  1 公営住宅の表中 

 「 

山 吹 荘 

 

東区東片端町 

 

高層

耐火 

9 階建 

 

昭和44 年度 

 

36 

 

大 杉 荘 

 

北区大杉三丁目 

 

中層

耐火 

5 階建 

(併存) 

昭和43 年度 

 

34 

 

                                  」 

 を 

 「 

山 吹 荘 

 

東区東片端町 

 

高層

耐火 

9 階建 

 

昭和44 年度 

 

36 

 

                                  」 

 に改める。 

  別表第 2  1 店舗の表中 

 「 

南 押 切 荘 1 棟  101  号から 105  号まで 20,400円 

 
2 棟 101  号 13,600円 

 
102  号から 106  号まで 20,400円 

 
3 棟 101  号から 103  号まで 20,400円 

 
104  号 12,000円 

 
105  号及び 106  号 10,500円 

 
4 棟 101  号から 103  号まで 18,000円 

 
104  号から 107  号まで 9,000円 

 
5 棟 101  号 18,000円 

 102  号 23,400円 

 
西 1 棟 105  号 5,200円 

 
西 2 棟 101  号 18,000円 

 
西 3 棟 101  号から 103  号まで 18,000円 

 
北 1 棟 101  号及び 102  号 20,400円 
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103  号 10,200円 

 
北 4 棟 101  号 30,600円 

 
102  号から 104  号まで 20,400円 

 
Ｔ－13棟 101  号から 103  号まで 9,000円 

 
西Ｔ－ 2 棟 103  号 4,500円 

 
西Ｔ－ 3 棟 1 号及び 2 号 9,000円 

 
3 号 18,000円 

 
西Ｔ－ 4 棟 101  号及び 102  号 9,000円 

 
西Ｔ－ 5 棟 101  号 9,000円 

 
北Ｔ－ 1 棟 100  号 9,000円 

 
北Ｔ－ 4 棟 101  号 4,500円 

                                 」 

 を  

 「 

菊 元 荘  1 号 40,800円 

2 号 90,000円 

南 押 切 荘 1 棟  101  号から 105  号まで 20,400円 

 
2 棟 101  号 13,600円 

 
102  号から 106  号まで 20,400円 

 
3 棟 101  号から 103  号まで 20,400円 

 
104  号 12,000円 

 
105  号及び 106  号 10,500円 

 
4 棟 101  号から 103  号まで 18,000円 

 
104  号から 107  号まで 9,000円 

 
5 棟 101  号 18,000円 

 
102  号 23,400円 

 
西 1 棟 105  号 5,200円 

 
西 2 棟 101  号 18,000円 

 
西 3 棟 101  号から 103  号まで 18,000円 

 
北 1 棟 101  号及び 102  号 20,400円 
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103  号 10,200円 

 
北 4 棟 101  号 30,600円 

 
102  号から 104  号まで 20,400円 

 
Ｔ－13棟 101  号から 103  号まで 9,000円 

 
西Ｔ－ 2 棟 103  号 4,500円 

 
西Ｔ－ 3 棟 1 号及び 2 号 9,000円 

 
3 号 18,000円 

 
西Ｔ－ 4 棟 101  号及び 102  号 9,000円 

 
西Ｔ－ 5 棟 101  号 9,000円 

 
北Ｔ－ 1 棟 100  号 9,000円 

 
北Ｔ－ 4 棟 101  号 4,500円 

                                  」 

 に改める。 

  別表第 3  1 公営住宅に付随する駐車場の表喜惣治荘の項中 

                「 

                                    

 

 

 

  

 

 

  

 

 

               を              に改め、同 

 

 

                                     

                                     

「              

               

                

                

                

             」 

1 号から 416  号まで、 

418  号から 524  号まで 

及び 537  号から 690  号 

まで 

 

1 号から48号まで、50 

号から76号まで、78号 

から96号まで、98号か 

ら 280  号まで、 282  号 

から 284  号まで、 286   

号から 365  号まで、  

367  号から 416  号ま  

で、 418  号から 464  号  

まで、 466  号から 509   

号まで、 511  号から 

517  号まで、 519  号か 

ら 524  号まで、 537  号  

から 552  号まで、 554  

号から 565  号まで、 

567  号から 581  号ま 
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                             」   

 表松下南荘の項中 

                「                    

                                  

                              

「                             

 

            」               

 

                                 

                             」 

（名古屋市定住促進住宅条例施行細則の一部改正） 

第 2 条 名古屋市定住促進住宅条例施行細則（平成 9 年名古屋市規則第 115  号）

の一部を次のように改正する。 

第15条の 2 の次に次の 1 条を加える。 

（入居者の保管義務に係る費用等の納付等） 

第15条の 3  第13条の 2 及び第13条の 3 の規定は、条例第15条第 2 項の費用 

及び同条第 3 項の規定による損害賠償金について準用する。この場合にお 

いて、これらの規定中「第12条第 1 項」とあるのは「第12条の 2 第 3 項」 

と、「家賃」とあるのは「条例第15条第 2 項の費用又は同条第 3 項の規定 

による損害賠償金」と、「別記第11号様式の 4 から別記第11号様式の 6 ま 

で」とあるのは「別記第11号様式の 4 又は別記第11号様式の 5 」と、「別 

記第11号様式の 7 から別記第11号様式の10まで」とあるのは「別記第11号 

様式の 7 、別記第11号様式の 8 又は別記第11号様式の10」と読み替えるも 

のとする。 

1 号から 111  号まで 

 

1 号から 9 号まで、11 

号から42号まで、44号 

から59号まで、61号か 

ら82号まで、84号から 

99号まで、 101  号から 

106  号まで及び 108  号 

から 111  号まで   

 

              を              に改める。 

で、 583  号から 589  号

まで、 591  号から 647   

号まで、 650  号から 

655  号まで、 657  号か 

ら 668  号まで及び 670   

号から 690  号まで 
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附 則 

 （施行期日） 

1  この規則は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。ただし、次項の規定は公布 

の日から、第 1 条中名古屋市営住宅条例施行細則別表第 1  1 公営住宅の表 

の改正規定及び別表第 3  1 公営住宅に付随する駐車場の表の改正規定は令 

和 5 年11 月 1 日から、同条中名古屋市営住宅条例施行細則別表第 2  1 店舗 

の表の改正規定は令和 6 年 3 月 1 日から施行する。 

 （経過措置） 

2  この規則の規定により新たに公用開始する改良住宅等の附帯施設を使用さ

せるために必要な手続その他の行為は、令和 6 年 3 月 1 日前においても行う

ことができる。 

3  この規則の施行の際現に名古屋市会計規則（昭和39年名古屋市規則第 5 号）

の規定に基づいて交付されている納入通知書及び納付書（名古屋市営住宅条 

例（昭和29年名古屋市条例第25号）第19条第 2 項の費用若しくは同条第 3 項 

の規定による損害賠償金若しくは名古屋市営住宅条例施行細則第16条の 2 第 

2 項第13号の費用又は名古屋市定住促進住宅条例（平成 6 年名古屋市条例第 

46号）第15条第 2 項の費用若しくは同条第 3 項の規定による損害賠償金に係 

るものに限る。）は、第 1 条の規定による改正後の名古屋市営住宅条例施行 

細則及び第 2 条の規定による改正後の名古屋市定住促進住宅条例施行細則の 

規定に基づいて交付されたものとみなす。 
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名古屋市告示第 531号 

 

土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出区域の指定について 

 

 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第 1項の規定に基づき、特定

有害物質によって汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届

出をしなければならない区域を指定します。 

 

  令和 5年10月30日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 指定する区域 

名古屋市中川区長良町 1丁目95番14の一部 

 

2 土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

砒
ひ

素及びその化合物 

 

3 土壌含有量基準に適合していない特定有害物質の種類 

鉛及びその化合物 

 

 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 532号 

 

市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例に基づく形

質変更時届出管理区域の指定について 

 

 市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例（平成15年名古屋市条

例第15号）第58条の 8第 1項の規定に基づき、特定有害物質によって汚染され

ており、土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区

域を指定します。 

 

  令和 5年10月30日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

1  指定する区域 

    名古屋市中区平和二丁目 305番 1及び 305番 2  

 

2  土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

砒
ひ

素及びその化合物 

 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 533  号 

 

名古屋市中志段味特定土地区画整理組合の事業計画の変更認可    

 

 土地区画整理法（昭和29年法律第 119 号）第39条第 1 項の規定により、次の

土地区画整理組合の事業計画の変更について認可しました。 

なお、施行地区及び設計の概要を表示する図書は、同条第 2 項において準用

する同法第21条第 6 項の規定により、名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 1 号名古

屋市住宅都市局都市整備部市街地整備課において午前 8 時45分から午後 5 時15

分まで公衆の縦覧に供します。ただし、名古屋市の休日を定める条例（平成 3 

年名古屋市条例第36号）第 2 条第 1 項に規定する本市の休日を除きます。 

 

  令和 5 年10月31日 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し  

 

1  組合の名称 

名古屋市中志段味特定土地区画整理組合 

2  事務所の所在地 

名古屋市守山区大字中志段味字二ツ塚2239番地 

3  設立認可の年月日 

平成 7 年12月28日 

4  変更認可の年月日 

令和 5 年10月31日 

 

 

 

 

 

名古屋市住宅都市局都市整備部市街地整備課 
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名古屋市告示第 534号 

 

土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出区域の指定について 

 

 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第 1項の規定に基づき、特定

有害物質によって汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届

出をしなければならない区域を指定します。 

 

  令和 5年10月31日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

1 指定する区域 

     名古屋市熱田区明野町 403番 1の一部及び 403番 2の一部 

 

2 土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

ふっ素及びその化合物 

 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 535号 

 

土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出区域の指定について 

 

 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第 1項の規定に基づき、特定

有害物質によって汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届

出をしなければならない区域を指定します。 

 

  令和 5年10月31日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

1 指定する区域 

     名古屋市熱田区明野町 403番 3の一部 

 

2 土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

ふっ素及びその化合物 

 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 536号 

 

土壌汚染対策法に基づく要措置区域の指定の解除について 

 

 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第 6条第 4項の規定に基づき、令和

4年名古屋市告示第 512号により指定した要措置区域の一部を解除します。 

 

  令和 5年10月31日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 指定を解除する区域 

  名古屋市千種区幸川町 3丁目 7番の一部及び不老町 1番の一部 

 

 2 指定する事由がなくなった特定有害物質の種類 

  砒
ひ

素及びその化合物（土壌溶出量基準） 

  ふっ素及びその化合物（土壌溶出量基準） 

 

 3 当該要措置区域において講じられた汚染の除去等の措置 

  土壌汚染の除去（基準不適合土壌の掘削による除去） 

 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 

18



名古屋市告示第 537号 

 

土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出区域の指定の解除につ

いて 

 

 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第 2項の規定に基づき、令和 

 4年名古屋市告示第 513号及び令和 5年名古屋市告示第 185号により指定した

形質変更時要届出区域の全てを解除します。 

 

  令和 5年10月31日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 指定を解除する区域 

  名古屋市千種区不老町 1番の一部 

 

 2 指定する事由がなくなった特定有害物質の種類 

  水銀及びその化合物（土壌溶出量基準） 

  鉛及びその化合物（土壌含有量基準） 

 

 3 当該形質変更時要届出区域において講じられた汚染の除去等の措置 

  土壌汚染の除去（基準不適合土壌の掘削による除去） 

 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 538号 

 

告示の訂正について 

 

 令和 3年名古屋市告示第 553号（土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出

区域の指定の解除について）の一部を次のとおり訂正します。 

 

  令和 5年10月31日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1の項中「32番 1の一部」の次に「及び32番 4の一部」を加えます。 

 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 539号 

 

告示の訂正について 

 

 令和 3年名古屋市告示第 642号（土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出

区域の指定の解除について）の一部を次のとおり訂正します。 

 

  令和 5年10月31日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

   1の項中「、32番 2の一部」を削除します。 

 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 540号 

 

   開発行為に関する工事の完了 

 

 都市計画法（昭和43年法律第 100号）第35条第 1項の規定により許可した次 

の開発行為に関する工事が完了しました。 

 

  令和 5年10月31日 

                    

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

許 可 年 月 日 及 び 

許 可 番 号 

開発区域又は工区に 

含まれる地域の名称 

開発許可を受けた者の 

住 所 及 び 氏 名 

令和 5年 1月17日 

4指令住開指第87号 

名古屋市緑区桶狭間神 

明2326番外 2筆及び 

2306番外 2筆の各一部 

名古屋市緑区倉坂1515番 

地 

株式会社協和設計 

代表取締役 阪野末利子 

 

名古屋市住宅都市局建築指導部開発指導課 
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名古屋市告示第 541号 

 

   市営住宅入居希望者の公募及び入居者決定の抽せん 

 

 名古屋市営住宅条例（昭和29年名古屋市条例第25号。以下「住宅条例」とい

う。）第 4条第 1項の規定により、市営住宅に入居を希望する者を次のとおり

公募します。 

 なお、住宅条例第 8条第 1項の規定による選考の結果入居申込者数が公募戸

数を超えた場合には、同条第 2項の規定により、入居者決定の抽せんを行いま

す。 

 

  令和 5年11月 1日 

               

名古屋市長  河  村  た か し 

 

第 1 一般世帯向け区分 

  1 申込みの資格 

  (1) 市内に居住しているか、又は市内に勤務場所を有すること。 

  (2) 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の予約者で令和 6年 5 

月31日までに全員で入居できるもの、事実上婚姻関係と同様の事情にあ 

る者及びその他の規則で定める者を含む。）があること。 

  (3) 住宅条例第 5条第 1項第 3号に規定する基準の収入（改良住宅にあっ

ては、住宅条例第42条第 5項において読み替えられた収入）があって、

独立の生計を営み、住宅条例に基づいて定める家賃及び敷金を支払う能

力があること。 

  (4) 現に住宅に困窮していることが明らかであること。 

  (5) 申込者及び現に同居し、又は同居しようとする親族が暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第77号）第 2条第 6号

に規定する暴力団員でないこと。 

  (6) 申込者及び現に同居し、又は同居しようとする親族が市営住宅又は定
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住促進住宅に入居していた者であって、かつ、市営住宅又は定住促進住

宅の賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務又は損害賠償

金があるものでないこと。 

  (7) 申込者及び現に同居し、又は同居しようとする親族が住宅条例第34条

第 1項（第 1号、第 3号、第 4号及び第 5号に該当するときに限る。） 

又は名古屋市定住促進住宅条例（平成 6年名古屋市条例第46号。以下「 

定住条例」という。）第20条第 1項（第 1号、第 3号、第 4号及び第 5 

号に該当するときに限る。）の規定による明渡しの請求を受けて市営住 

宅又は定住促進住宅を明け渡した者であって、その明渡しの日の翌日か

ら起算して 3年（ただし、住宅条例第20条の 2又は定住条例第16条の 2  

の規定に違反したことにより明渡請求を受けた者にあっては10年、その 

うち高齢者、身体障害者その他の特に居住の安定を図る必要がある者と

して住宅条例第 5条第 2項で定める者にあっては 5年）を経過しないも

のでないこと。 

  2 申込み用紙の交付 

  (1) 場所 

各区役所及び各区役所支所並びに名古屋市住宅供給公社管理部管理課、

各方面事務所及び住まいの窓口 

  (2) 日時 

    ア 各区役所及び各区役所支所 

令和 5年11月20日（月）から同月30日（木）までの午前 8時45分か

ら午後 5時15分まで。ただし、名古屋市の休日を定める条例（平成 3 

年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の休日（以下「 

名古屋市の休日」という。）を除く。 

イ 名古屋市住宅供給公社管理部管理課及び各方面事務所 

令和 5年11月20日（月）から同月30日（木）までの午前 8時45分か

ら午後 5時15分（木曜日にあっては、午後 7時00分）まで。ただし、

名古屋市の休日を除く。 

ウ 住まいの窓口 

令和 5年11月20日（月）から同月29日（水）までの午前10時00分か
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ら午後 7時00分まで。ただし、第 4水曜日及び木曜日を除く。 

3 申込みの受付 

  (1) 方法 

    郵送による。 

  (2) 期間 

令和 5年11月21日（火）から同月30日（木）まで。ただし、期間内の

消印のあるものは有効とする。 

  4 抽せん 

    日時 

   令和 5年12月19日（火）午前10時00分 

  5 公募予定戸数 

   (1) 公営住宅 

空家住宅 159戸 

事故住宅  20戸 

 (2) 改良住宅      

空家住宅   4戸 

 

第 2 子育て・若年世帯向け区分 

  1 申込みの資格 

第 1の一般世帯向け区分と同じ申込み資格を有し、かつ、世帯員に中学

校修了前の子がいる又は35歳以下の夫婦のみからなる世帯 

  2 申込み用紙の交付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  3 申込みの受付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  4 抽せん 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  5 公募予定戸数 

   公営住宅 

    空家住宅 157戸 
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第 3 多家族・多子世帯向け区分 

  1 申込みの資格 

第 1の一般世帯向け区分と同じ申込み資格を有し、かつ、世帯員総数 5

人以上の世帯又は18歳未満の子を 3人以上含む世帯 

  2 申込み用紙の交付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  3 申込みの受付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  4 抽せん 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  5 公募予定戸数 

 公営住宅 

空家住宅   9戸 

事故住宅   1戸 

    

第 4 単身者向け区分 

  1 申込みの資格 

第 1の一般世帯向け区分の資格のうち (1)及び (3)から（7)までの資格

を有し、かつ、次のいずれかに該当する者。ただし、身体上又は精神上著

しい障害があるために常時介護を必要とし、かつ、これを受けることがで

きない者を除く。 

  (1) 60歳以上の者 

  (2) 身体障害者手帳の交付を受けている者でその程度が 1級から 4級まで 

のもの 

(3) 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

(4) 愛護手帳又は療育手帳の交付を受けている者 

(5) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成18年政令第10号）第 1条に規定する特殊の疾病による障害によ

り障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の交付を受け

ている者 
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  (6) 戦傷病者手帳の交付を受けている者でその障害の程度が恩給法（大正

12年法律第48号）の特別項症から第 6項症までのもの及び第 1款症の

もの 

(7) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成 6年法律第 117号） 

第11条第 1項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者 

  (8) 生活保護法（昭和25年法律第 144号）第 6条第 1項に規定する被保護

 者 

  (9) 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して 5年を経過して

いないもの 

(10) ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（ 

平成13年法律第63号）第 2条に規定するハンセン病療養所入所者等 

(11) 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成26年法律第50号）第 

 7条第 1項の規定による支給認定を受けている者 

(12)  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13

年法律第31号）第 1条第 2項に規定する被害者又は同法第28条の 2に

規定する関係にある相手からの暴力を受けた者で次のア又はイのいず

れかに該当するもの 

ア 同法の規定による一時保護又は同法の規定による保護が終了した日

から起算して 5年を経過しない者 

イ 同法の規定により裁判所がした命令の申立てを行った者で当該命令

がその効力を生じた日から起算して 5年を経過しないもの 

(13) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦 

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6年法律第30号） 

第14条第 1項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（ 

平成19年法律第 127号）附則第 4条第 1項に規定する支援給付及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関す

る法律の一部を改正する法律（平成25年法律第 106号）附則第 2条第 

 2項の規定によりなお従前の例によることとされた支援給付を含む。） 

を受けている者 
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2 申込み用紙の交付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  3 申込みの受付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  4 抽せん 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  5 公募予定戸数 

   (1) 公営住宅 

空家住宅 139戸 

事故住宅 19戸 

 (2) 改良住宅      

空家住宅  4戸 

 

第 5 多回数落せん者世帯向け区分 

  1 申込みの資格 

第 1の一般世帯向け区分と同じ申込み資格を有し、かつ、次の各号に定

める条件を満たす者 

(1) 平成29年度第 3回一般募集から令和 5年度第 2回一般募集までの落せ

ん回数が20回以上であること。 

(2) 申込世帯員の中に65歳以上の者を含むこと。 

(3) 市営住宅等（名古屋市が供給する住宅及び県営住宅など名古屋市以外

の事業主体が供給する住宅）の入居者でないこと。 

  2 申込み用紙の交付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  3 申込みの受付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  4 抽せん 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  5 公募予定戸数 

   公営住宅 
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 空家住宅  3戸 

 

第 6 多回数落せん者単身者向け区分 

  1 申込みの資格 

第 4の単身者向け区分と同じ申込み資格を有し、かつ、次の各号に定め

る条件を満たす者 

(1) 平成29年度第 3回一般募集から令和 5年度第 2回一般募集までの落せ

ん回数が20回以上であること。 

(2) 65歳以上であること又は第 4の単身者向け区分の資格のうち (2)から

(13)までのいずれかの資格を有すること。 

(3) 市営住宅等（名古屋市が供給する住宅及び県営住宅など名古屋市以外

の事業主体が供給する住宅）の入居者でないこと。 

  2 申込み用紙の交付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  3 申込みの受付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  4 抽せん 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  5 公募予定戸数 

公営住宅 

 空家住宅 10戸 

 

第 7 高齢者改善単身者向け区分 

  1 申込みの資格 

第 4の単身者向け区分と同じ申込み資格を有する60歳以上の単身者 

  2 申込み用紙の交付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  3 申込みの受付 

   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  4 抽せん 
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   第 1の一般世帯向け区分と同じ。 

  5 公募予定戸数 

公営住宅 

    空家住宅    1戸 

 

 

名古屋市住宅都市局住宅部住宅管理課 
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名古屋市告示第 542号 

 

指定納付受託者の指定 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第 231条の 2の 3第 1項の規定により、

次のように指定納付受託者を指定しました。 

 

令和 5年11月 1日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

1 指定納付受託者の名称 

  ＳＢペイメントサービス株式会社 

2 指定納付受託者の主たる事務所の所在地 

  東京都港区海岸一丁目 7番 1号 

3 指定納付受託者に指定した日 

  令和 5年10月18日 

4 納入義務者から委託を受ける歳入 

  名古屋市電子申請サービスによる名古屋城美術写真の写真原板貸付料 

5 指定納付受託者に納付させる始期 

  令和 5年11月 1日 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋市観光文化交流局名古屋城総合事務所名古屋城調査研究センター 
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名古屋市告示第 543号 

 

指定納付受託者の指定 

 

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第 231条の 2の 3第 1項の規定により、

次のように指定納付受託者を指定しました。 

                                    

    令和 5年11月 1日 

                                      

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 指定納付受託者の名称 

  株式会社ＤＧフィナンシャルテクノロジー 

 2 指定納付受託者の主たる事務所の所在地 

  東京都渋谷区恵比寿南三丁目 5番 7号 

 3 指定納付受託者に納入させる歳入 

インターネット等を利用して納付する寄附金 

 4 指定納付受託者に指定をした日 

令和 5年11月 1日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     名古屋市財政局財政部資金課 
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名古屋市告示第 544号 

 

指定納付受託者の指定 

 

  地方自治法（昭和22年法律第67号）第 231条の 2の 3第 1項の規定により、

次のように指定納付受託者を指定しました。 

                                    

    令和 5年11月 1日 

                                      

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 指定納付受託者の名称 

  株式会社ＪＡＬＵＸ 

 2 指定納付受託者の主たる事務所の所在地 

  東京都港区港南一丁目 2番70号 

 3 指定納付受託者に納入させる歳入 

インターネット等を利用して納付する寄附金 

 4 指定納付受託者に指定をした日 

令和 5年11月 1日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     名古屋市財政局財政部資金課 
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名古屋市告示第5 4 5号 

 

      道路に関する告示 

 

  道路法（昭和27年法律第1 8 0号）第18条第 2 項の規定に基づき、令和 5 年11 

月 2 日から次のように道路の供用を開始します。 

  その関係図面は、名古屋市緑政土木局路政部道路利活用課において告示の日 

から 2 週間、一般の縦覧に供します。 

 

    令和 5 年11月 2 日 

 

                                  名古屋市長    河  村    た か し 

 

道路の供用開始 

道路 

の  

種類 

整理 

 

番号 

   路  線  名           区                              間 摘  要 

県道 
 

 

 

1 名古屋一宮線 

名古屋市西区枇杷島二丁目7 1 0番地先から 

 

名古屋市西区枇杷島二丁目1304番地先まで 

附 図 
 

 

 

 1 名古屋祖父江線 

名古屋市西区枇杷島二丁目7 1 0番地先から 

 

名古屋市西区枇杷島二丁目1304番地先まで 

 

 

名古屋市緑政土木局路政部道路利活用課 

34



1

県 道 名
屋 祖

江父

古

庄

川

内

名

古

屋

鉄

道

清　 須　 市

線

東枇杷島

東
海
道
本
線

東
海
道
新

線
幹

県
道

名
屋

一
宮

古

線

県
道

名

屋

地
ケ
鳥

古

線

文
枇杷島
小学校

文

名城大学附属
高等学校

塩地
公園

凡 例

道路の供用を開始する部分

附　 図

35



名古屋市教育委員会告示第27 号 

 

教育委員会定例会の開催について 

 

令和 5 年11 月 8 日午前10 時00分教育委員会室において教育委員会定例会を開

催し次の議件を付議します。 

 

令和 5 年11 月 1 日 

 

名古屋市教育委員会教育長  坪 田 知 広  

 

1  議事 

名古屋市立内山小学校と名古屋市立大和小学校の統合について 

  令和 5 年度一般会計補正予算について 

  指定管理者の指定について 

2  協議題 

  小中一貫教育の推進に係る有識者等懇談会まとめ等について 

  学校における働き方改革プラン（案）について 

 

 

 

名古屋市教育委員会事務局総務部総務課 
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名古屋市上下水道局管理規程第21号 

 

名古屋市上下水道局職員証規程（平成16年名古屋市上下水道局管理規程第４

号）の一部を次のように改正する。 

 

令和５年10月31日 

 

名古屋市上下水道局長  横  地  玉  和  

 

 第２条に次の１項を加える。 

２ 職員証の交付は、職員がその身分を取得したときに行うものとする。 

 第７条を第９条とし、第６条を第８条とする。 

 第５条各号列記以外の部分中「第２号」を「第５号」に、「発見した」を「 

再交付を受ける前の」に改め、同条第２号中「の事由」を「に掲げる事由」に

改め、同号を同条第５号とし、同号の前に次の３号を加える。 

(2) 職員証の有効期間が満了したとき。 

(3) 第５条第３項ただし書の規定により職員証に記載する職員の写真が更新

されるとき。 

(4) 前条第１項第１号又は第３号に掲げる事由に該当することにより職員証

の再交付を受けるとき。 

 第５条を第７条とする。 

 第４条第１項中「。以下「届出書」という。」を削り、同条を第６条とし、

同条の前に次の１条を加える。 

 （更新） 

第５条 職員（任期の定めのある職にある者を除く。）が有効期間の末日以後

引き続き、当該有効期間における身分と同様の身分を有する場合は、職員証

を更新するものとする。 

２ 更新後の職員証の有効期間については、第３条の規定を準用する。この場

合において、同条中「職員証の」とあるのは「更新後の職員証の」と、「令

和６年４月」とあるのは「更新前の職員証の有効期間が満了する日の属する
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月の翌月」と、「有効期間の末日」とあるのは「更新後有効期間の末日」と

読み替えるものとする。 

３ 職員証に記載する職員の写真は、第１項の規定により職員証を更新する際

にあわせて更新するものとする。ただし、職員証を更新する際に地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）第２条の規定により育

児休業をしているためこれにより難い場合等やむを得ない理由がある職員に

ついては、当該理由がやんだ日以後速やかに職員の写真を更新するものとす

る。 

 第３条を第４条とし、同条の前に次の１条を加える。 

 （有効期間） 

第３条 職員証の有効期間は、令和６年４月を初月とする同月以後の10年ごと

の月の末日（以下「有効期間の末日」という。）までとする。ただし、職員

の定年等に関する条例（昭和58年名古屋市条例第１号）第２条に規定する定

年退職日が有効期間の末日以前である者にあっては当該定年退職日と、任期 

の定めのある職にある者（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の

４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再任用短時

間勤務職員」という。）を除く。）にあっては任期の末日と、定年前再任用

短時間勤務職員にあっては当該職員が年齢65歳に達する日以後における最初

の３月31日とする。 

 別記様式第１を次のように改める。 
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（表） 

名古屋市上下水道局職員証              

 

写真 

職員番号 
氏  名 
生年月日 
上記の者は、名古屋市上下水道局職員で

あることを証明する。 
年  月  日交付 
年  月  日まで有効 

   

名古屋市上下水道局長 

（裏） 

１ 本証は、執務中常に携帯しなければなりません。 

２ 本証は、改ざんし、又は他人に貸与し、若しくは譲渡して

はなりません。 

３ 本証の記載事項に変更があったとき又は本証を紛失し、若

しくはき損したときは、直ちに再交付を受けなければなり

ません。 

４ 本証は、職員の身分を喪失したときは、直ちに返納しなけ

ればなりません。 

備考 １ 職員証の氏名には、旧姓を併せて記載することができる。ただし、

記載されていた旧姓を削除した場合には、削除後の姓の変更により

生じた旧姓に限る。 

  ２ 職員証の大きさは、縦 54.0 ミリメートル、横 85.6 ミリメートル

とする。 

  ３ 写真の大きさは、縦 30.4 ミリメートル、横 22.8 ミリメートルと

する。 

別記様式第１（第１条関係） 
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 別記様式第２中「第４条」を「第６条」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和５年11月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規程の施行の際、現にこの規程による改正前の名古屋市上下水道局職

員証規程の規定に基づいて交付されている職員証は、この規程による改正後

の名古屋市上下水道局職員証規程（以下「改正後規程」という。）の規定に

基づいて交付されたものとみなす。 

３ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号）附則第４条第

１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定により採用され

た職員に対する改正後規程第３条ただし書の規定の適用については、第３条

ただし書中「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の４第１項に規 

定する短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」

という。）」とあるのは「地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法

律第63号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第１項若しくは第２

項の規定により採用された職員（以下「暫定再任用職員」という。）」と、

「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「暫定再任用職員」とする。 

４ 職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和４年名古屋市条例

第40号）附則第９項第３号の規定により採用される職員については、改正後

規程第２条の規定にかかわらず、すでに職員証を交付されているものとみな

し、職員証の交付を要しないものとする。 
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令和 5 年監査公表第 5 号 

 

 地方自治法第 199  条第14項の規定に基づき市長等から措置を講じた旨の通知

があったので、同項の規定によりその内容を公表します。 

 

  令和 5 年11 月 2 日 

 

  名古屋市監査委員  小 出 昭 司  

同         うえぞの 晋 介  

同         山 本 正 雄 

同         小 川 令 持 
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令和 5年監査報告第 1号関係分（令和 5年 2月16日報告） 

 

健康福祉局健康部動物愛護センター 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(1) 

 

金券類等の管理について（財産管理事

務） 

名古屋市会計規則等によると、切手、

印紙、乗車券その他これらに類する物

品（以下「金券類等」という。）の出

納に関して、物品出納員は、物品管理

者からの受入れ及び払出しの通知に基

づき、現物を関係書類と照合のうえ受

払いを行い、その都度金券類等出納簿

に登載することとされている。  

この登載については、財務会計総合 

システム（以下「システム」という。）

に入力する方法により行うこととされ

ている。また、金券類等の払出しの都

度システムへ入力することが困難なと

き等には、金券類等事務取扱要項によ

り、補助簿を用いることができるとさ

れており、その場合においては、 1日

ごとに払出数を取りまとめてシステム

へ入力することとされている。  

金券類等の管理状況について調査し

たところ、令和 4年 8月以降、補助簿

に記載された金券類等の払出し状況を   

 1 日ごとに取りまとめてシステムに入

力することなく、最長で金券類等の払

出し後20日間にわたりシステムへの入

力を行っていなかった。  

名古屋市会計規則等に基づき、金券

類等の管理を適正に行われたい。 

 

 

本件は、担当職員の長期欠勤により、

急遽処理業務を代行した職員が、シス

テムに登録することへの認識が欠けて

いたことが原因です。 

今回の指摘を受け、「金券類等事務

取扱要項」及び財務会計システム操作

マニュアルを職員全員に周知するとと

もに、補助簿へシステムへの登録が必

要である旨添付しました。 

（動物愛護センター） 

 

 

1(2) 

 

毒物及び劇物の適正な管理について

（財産管理事務）  

毒物及び劇物（以下「毒劇物」とい

う。）の取扱いについては、毒物及び

劇物取締法（昭和25年法律第 303号）

及び厚生労働省からの通知等により盗

難、紛失防止のために必要な措置を講 

じることが義務付けられている。また、

 

本件は、毒物及び劇物取締法並びに

関係通知等に定められている内容の認

識及び周知が不十分であったことや、

毒劇物を他の試薬・器具等と同じ保管

庫に保管していたために、毒劇物の保

管庫としての鍵の管理が曖昧になって

しまったことが原因です。 

今回の指摘を受け、記載漏れのあっ
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

これまでの監査において毒劇物の不適

正な取扱いについて再三にわたり指摘

されていることを受け、健康福祉局は

「毒物及び劇物の適正な管理の徹底に 

ついて」（30健環第 677号）を通知し、

毒劇物を取り扱う施設において毒物劇

物危害防止規定を定めること、盗難・ 

紛失防止措置として、頑丈な保管庫に、

その他のものと区別して保管、施錠す 

ること、保管庫の鍵の管理者を選任し、

鍵の管理簿を備えること、毒物劇物管

理簿（以下「管理簿」という。）を備

え、日常的に使用量及び残量を確認す

ることなどを指導している。  

毒劇物の管理状況について調査した

ところ、以下のような事例が見受けら

れた。  

ア 保管庫の鍵の管理について 

  保管庫の定期的な点検のため保管

庫の鍵を使用したものの、鍵の管理

簿への記録がされていない事例が散

見された。 

イ 在庫管理について 

  令和 4年 9月 6日に行った保管庫

の定期的な点検において、管理簿の

在庫量と現物の在庫量とが一致して

いるとしていたにもかかわらず、実

査日（令和 4年 9月13日）時点にお

いて、劇物であるホルマリン及びキ

シレンについて、管理簿の在庫量と

現物の在庫量との間に差が生じてい

た。 

  この点について動物愛護センター

に確認したところ、令和 4年 8月に

ホルマリン及びキシレンを使用した

際の管理簿への記録漏れによるとの

ことであったが、このことにより令

和 4年 9月 6日の点検が適正に行わ

れていなかったこととなる。 

管理簿により毒劇物の受払いを適

正に管理していない場合、毒劇物の

盗難や紛失が発生しても認識できず

重大な事故につながる危険性がある

ことを十分認識し、毒物劇物危害防

止規定等に基づき、毒劇物の管理を

適正に行われたい。 

た毒物劇物管理簿及び鍵の管理簿につ

いては直ちに補記し、毒物劇物保管に

つきましては新たに毒劇物専用の鍵付

き保管庫を設置し、鍵の使用は毒劇物

使用時に限定しました。 

在庫管理につきましては、毒劇物の

容器が保管されていることを担当者が

目視で確認していましたが、容器を手

に取り確認することをしていなかった

ため、内容量の差について見落として

いました。今後の点検は担当者と管理

責任者でダブルチェックする体制とし

ました。 

併せて、過去の定期監査等における

指摘や意見、及び今回の指摘を重く受

け止め、職員一人一人が毒物及び劇物

を厳正に管理する認識をもつよう、職

場内会議において取り上げ、周知徹底

しました。 

今後も職場内会議において積極的に

取り上げるとともに、職場内研修を徹

底することで、毒物及び劇物を適正に

管理してまいります。  

（動物愛護センター） 
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令和 5年監査報告第 1号関係分（令和 5年 2月16日報告） 

 

緑政土木局名東土木事務所 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(1) 

 

公印の使用手続について（行政運営事

務） 

現金出納員事務取扱要項によると、 

現金出納員印の使用管守等については、

公印規則によるものとするとされてお

り、公印規則では、公印を使用しよう

とする者は、原議及び施行すべき文書

を提出して管守者の承認を得た後に公

印使用記録簿（以下「記録簿」とい

う。）に必要事項を記載し、公印を押

印しなければならないとされている。 

現金出納員印の使用に係る手続につ

いて調査したところ、領収書に現金出

納員印を押印するための記録簿が以前

から作成されていなかった。 

公印は、公務上作成された文書の真

正性を明らかにするものであり、その

使用管守等は厳正確実に行わなければ

ならないものであることから、その必

要性を十分に認識した上で、公印規則 

に基づき、記録簿を作成するとともに、

現金出納員印の使用に際しては記録簿

への記載を適正に行われたい。 

なお、名東土木事務所においては、

記録簿を作成し、現金出納員印の使用

に際して記録簿への記載を行うよう事

務手続を改めるとともに、現金出納員

印の使用に係る適正な手続について所

属内で周知徹底を行っており、必要な

措置が講じられた。 

 

 

（監査期間中に措置済） 
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令和 5年監査報告第 1号関係分（令和 5年 2月16日報告） 

 

区役所（熱田区、守山区及び天白区） 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(2) 

 

前渡金の精算について（支出事務）  

名古屋市会計規則等によると、前渡

金受領者は、用務終了後10日以内に精

算書を作成し、事業主管課の長に提出

することとされている。  

前渡金の精算の状況について調査し 

たところ、実査日（令和 4年 8月25日）

時点において未精算であったものが散

見されたが、この中には最も古いもの

で用務終了日が令和 4年 4月のものが

あった。また、精算が行われていたも

のについても、用務終了後 2か月近く

経過後に精算が行われているものが見

受けられた。  

名古屋市会計規則等に基づき、前渡

金の精算を厳正に行われたい。  

（天白区福祉課）  

 

 

本件は、前渡金の精算の実施につい

て、認識が不足していたことが原因で

す。 

 今回の指摘を受け、令和 4年12月21

日の障害福祉係会及び同月22日の高齢

福祉係会において、用務終了後10日以

内に前渡金の精算を行うことを周知し

ました。また、用務終了の都度担当者

から高齢福祉係長への報告を義務づけ

るとともに、前渡金出納簿への登載及

び前渡金の精算の有無を、福祉課長・

高齢福祉係長が財務会計総合システム

により確認することを徹底することと

しました。 

今後も年度初めや担当替えがあった

時などに、朝礼や係会の機会において

注意喚起を図り、名古屋市会計規則等

に基づき、適正な事務取扱いを行うよ

う徹底してまいります。 

（天白区福祉課） 

 

 

1(3) 

 

金券類等の管理について（財産管理事

務）  

名古屋市会計規則等によると、切手、

印紙、乗車券その他これらに類する物

品（以下「金券類等」という。）の出

納に関して、物品出納員は、物品管理

者からの受入れ及び払出しの通知に基

づき、現物を関係書類と照合のうえ受

払いを行い、その都度金券類等出納簿

に登載することとされている。  

この登載については、システムに入

力する方法により行うこととされてい

る。また、金券類等の払出しの都度シ

ステムへ入力することが困難なとき等

には、金券類等事務取扱要項により、

補助簿を用いることができるとされて

おり、その場合においては、払出しの

 

ア 本件は、金券類等の管理について

の事務手続きの認識が不十分であっ

たことが原因です。 

今回の指摘を受け、払出しの都度、

補助簿により決裁を行うとともに、 

 1 日ごとに払出数を取りまとめたシ

ステム入力を徹底するよう金券類等

事務取扱要項を補助簿に添付し、職

員に周知しました。 

 今後も補助簿による金券類等の管

理について日々処理を行い業務を滞

らせることの無いよう適正に行って

まいります。 

（志段味支所区民福祉課） 

 

イ 本件は、現金書留用封筒が金券類

出納簿に登載すべき物品という認識
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

都度決裁を行うとともに 1日ごとに払

出数を取りまとめてシステムへ入力す

ることとされている。  

金券類等の管理状況について調査し

たところ、以下のような事例が見受け

られた。 

ア 補助簿による金券類等の管理につ

いて、払出しの都度決裁を行ってい

なかった。また、システムへの入力

も 1日ごとに行うことなく、最長で

金券類等の払出し後30日間にわたり

行っていなかった。  

（志段味支所区民福祉課） 

イ 現金書留用封筒96枚が、金券類等

出納簿に登載されていなかった。 

（天白区民生子ども課）  

名古屋市会計規則等に基づき、金券

類等の管理を適正に行われたい。 

 

が不十分であったことが原因です。 

今回の指摘を受け、現金書留用封

筒を金券類等出納簿に登載するよう

にし、補助簿も作成しました。 

今後も本指摘事項に係る原因と対

策について確実に引き継いでまいり

ます。  （天白区民生子ども課） 

 

 

1(4) 

 

 

緊急援護資金の管理について（行政運

営事務） 

 区民生子ども課及び支所区民福祉課

では、生活保護申請者等に対し、緊急

的に援護が必要な場合に、区社会福祉

協議会からの資金提供を受け、緊急援

護資金（以下「援護資金」という。）

の貸付け又は支給を行っている。 

援護資金の貸付け又は支給を行った

ときは、各区社会福祉協議会緊急援護

事業実施要綱及び各区緊急援護事業実

施要領に基づき、緊急援護資金出納簿

（以下「出納簿」という。）に記載の

うえ、査察指導員（保護係長、保護・ 

子ども係長又は主査（生活保護担当））

による確認を受けるとともに、貸付け

の場合は個人別の出納簿にも記載する

こととされている。  

また、区民生子ども課長及び支所区

民福祉課長は、毎月 1回以上援護資金

の執行状況及び残高について出納簿等

の帳簿を確認するとともに、帳簿と現

金を照合することとされている。  

援護資金の管理状況について調査し

たところ、以下のような事例が見受け

られた。  

 

ア 本件は、当支所当課では他所に比

べて緊急援護資金の貸付及び支給の

件数が極端に少ないことから緊急援

護資金出納簿のみで管理してしまっ

ていたことが原因です。 

今回の指摘を受け、年度当初に遡

り個人別の出納簿の記入を行い、そ

の後も援護資金の貸付けを行う都度 

確実に記入を行うよう周知しました。

また、緊急援護資金出納簿の右上部

分に「個人別出納簿にも記載するこ

と」との注意書きを記載しました。 

  今後も個人別の出納簿の記入につ

いて 1件 1件確実に行ってまいりま

す。  （志段味支所区民福祉課） 

 

本件は、出納の都度、出納簿を作

成するという認識が不十分であった

ことが原因です。 

今回の指摘を受け、現在は出納の

都度、査察指導員が漏れなく個人別

の出納簿を作成しています。 

今後も本指摘事項に係る原因と対

策について確実に引き継いでまいり

ます。  （天白区民生子ども課） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

ア 個人別の出納簿が作成されていな

かった。 

（志段味支所区民福祉課、天白区 

民生子ども課） 

イ 日々の出納の際には、下書き用の

出納簿に記載し、月に一度清書のう

え、査察指導員による確認をまとめ

て受けており、日々の受払い及び残

高の確認が行われていなかった。ま

た、生活保護申請者等から援護資金

の返還を受けた際の下書き用の出納 

 簿への記載が漏れていたことにより、

 援護資金の残高との間に差異が生じ

ていた。 （天白区民生子ども課）  

ウ 毎月 1回以上の支所区民福祉課長

による帳簿と現金との照合確認が行

われていなかった。 

          （志段味支所区民福祉課）  

上記の事例のうち天白区におけるア

及びイ前段の事例については、平成29

年 9月11日に公表した区役所に対する

監査結果においても、同区に対して同

様の指摘をしたところである。  

紛失や横領等が発生するリスクの高

い事務であることを十分に認識し、各

区緊急援護事業実施要領に基づき、援

護資金の管理を厳正に行われたい。 

 

イ 本件は、出納の都度、出納簿を作

成するという認識が不十分であった

ことが原因です。 

  今回の指摘を受け、現在は出納の

都度、出納簿を作成しています。 

  今後も本指摘事項に係る原因と対

策について確実に引き継いでまいり

ます。  （天白区民生子ども課） 

 

ウ 出納状況及び現金残高は、貸付や

返済の都度、確認を係長以下職員で

行っておりましたが、支所区民福祉

課長による帳簿と現金の照合確認と

決裁を行っておりませんでした。 

今回の指摘を受け、以後毎月 1回

係長以下職員が帳簿と現金との照合

確認を行った後、支所区民福祉課長

による帳簿と現金の照合確認と緊急

援護資金出納簿に決裁を行うように

しました。 

今後も、毎月の支所区民福祉課長

による帳簿と現金との照合確認およ

び決裁も確実に行ってまいります。 

（志段味支所区民福祉課） 

 

 

1(5) 

 

重度障害者福祉タクシー利用券等の管

理について（行政運営事務） 

区福祉課では、重度障害者に対して、

交付申請に基づき、重度障害者福祉タ

クシー利用券又は重度身体障害者リフ

ト付タクシー利用券（以下「タクシー

利用券」という。）を交付している。  

タクシー利用券を交付する際には、

名古屋市重度障害者タクシー料金助成

事業実施要綱に基づき、タクシー利用

券の受払いの状況を重度障害者福祉タ

クシー利用券受払簿（以下「タクシー

利用券受払簿」という。）に記録する

こととされている。  

タクシー利用券の管理状況について

調査したところ、タクシー利用券受払

簿の残数の記載が誤っていたことによ

 

本件は、計算の式に誤りが一部あっ

たこと、前年度繰越数を誤って転記し

たことから受払簿の残数の記載が誤っ

ており、現物の残数との間に差異が生

じ、受払簿と現物の照合を怠ったため

発生したものです。 

今回の指摘を受け、交付申請書等の

関係書類を再確認した結果、受入数、

払出数及び残数について現物と一致し

ました。 

また、出納の都度、担当係長が記載

内容を確認するとともに、毎月末、福

祉課長による受払簿と現物の残数の照

合を徹底しました。   

今後も、タクシー利用券の管理を適

正に行ってまいります。 

         （守山区福祉課） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

り、現物の残数との間に差異が生じて

いるものがあった。  

名古屋市重度障害者タクシー料金助

成事業実施要綱に基づき、タクシー利

用券の管理を適正に行われたい。             

（守山区福祉課） 

 

 

1(6) 

 

福祉特別乗車券の管理について（行政

運営事務） 

支所区民福祉課では、障害者等に対

して、交付申請に基づき、福祉特別乗

車券を交付している。  

福祉特別乗車券を交付する際には、

名古屋市障害者等福祉特別乗車券要綱

に基づき、福祉特別乗車券の受払いの 

状況を福祉特別乗車券受払簿（以下 

「受払簿」という。）に記録すること

とされている。  

福祉特別乗車券の管理状況について

調査したところ、福祉特別乗車券が納

品された際の受払簿への受入記録が誤

っていたことにより、現物の残数との

間に差異が生じていた。  

 名古屋市障害者等福祉特別乗車券要

綱に基づき、福祉特別乗車券の管理を

適正に行われたい。 

        （志段味支所区民福祉課） 

 

 

本件は、福祉乗車券が納品された際、

本人用及び介護者用が封入された封筒

について、受入簿に記録する際に誤っ

て介護者用のみに受入数を記録したた

め、現物の残数との間に差異が生じた

ことが原因です。 

今回の指摘を受け、交付申請書等の

関係書類すべてを再確認し、受払簿の

再整備をした結果、受入数、払出数及

び残数について現物と一致しました。 

今後も適切な処理について周知する

とともに、月初に前月分の関係書類と

受払簿の記録を照合し、その結果が現

物の残数と一致するかを複数人で確認

することを徹底してまいります。 

（志段味支所区民福祉課） 
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令和 5年監査報告第 1号関係分（令和 5年 2月16日報告） 

 

住宅都市局（公益財団法人名古屋まちづくり公社（出資団体監査分）） 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1 

 

労使協定に基づく時間外労働の上限の

超過について（その他事務） 

まちづくり公社では、労働基準法 

（昭和22年法律第49号）に基づき締結 

している労使協定において、特別な理

由がある場合には 1か月につき80時間

まで法定労働時間を超える時間外労働 

をさせることができる旨を定めている。

令和 3年度の時間外労働の実績を確

認したところ、労使協定で定める上限

を超過している職員が 1名見受けられ

た。 

平成31年 2月19日に公表したまちづ 

くり公社に対する監査結果においても、

労使協定に基づく時間外労働の上限を

超過している職員が散見されるとの指

摘がなされているところである。  

まちづくり公社においては、一定の

改善が見られているものの、特定の職

員に業務を偏らせないよう業務の配分

を見直すなど、日々の勤怠や時間外労

働の管理を徹底されたい。 

 

 

 本件は、年度末に伴い当該職員の所

属する部署で一時的に業務が集中した

ことに対し、管理が十分でなかったこ

とが主たる要因です。 

 団体においては、令和 4年12月23日

に管理職に対しコンプライアンス主幹

会議を開催し、職員の日々の勤怠や時

間外労働の適正な管理に向け、勤怠管

理システムの活用及び効率的な業務執

行について周知徹底されました。 

 また、令和 5年 4月21日に当年度よ

り新たに管理職となった職員に対し、

労使協定の内容や勤怠管理システムの

活用等について研修を行い、周知徹底

していることを確認しました。 

（企画経理課） 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

交通局 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(1) 

 

行政財産の目的外使用許可等について

（財産管理事務） 

地方自治法によると、行政財産はそ

の用途又は目的を妨げない限度におい

てその使用を許可することができると

されている。また、交通局では、名古

屋市交通局会計規程により、資産の管

理について必要な手続を定めている。 

鳴尾営業所では、建物の一部を名古

屋交通労働組合に対して組合事務所と

して使用許可している。 

鳴尾営業所の行政財産の管理状況に

ついて調査したところ、名古屋交通労

働組合所有のコピー機等が、許可範囲

外の会議室に保管されていた。 

鳴尾営業所においては、名古屋市交

通局会計規程等に従い、行政財産を適

正に管理されたい。 （鳴尾営業所） 

なお、鳴尾営業所においては、コピ

ー機等の撤去が行われ、必要な措置が

講じられた。 

 

 

（監査期間中に措置済） 

 

1(2) 

 

消防計画の更新等について（行政運営

事務） 

消防法（昭和23年法律第 186号）及

び消防法施行令（以下「消防法等」と

いう。）によると、駅や複合ビル等の

防火管理者は、消防計画の作成や消防

計画に基づいた消防訓練の実施など防

火管理上必要な業務を行わなければな 

らないとされている。東山線駅務区

（名古屋駅）の消防計画では、災害用 

の備蓄品や救助・救出用資機材等の非

常用物品等を確保し、定期的に点検整

備を行うと定めている。 

また、消防法等によると、複合ビル

等で建物全体の管理を統括する防火管

理者が定められている場合、各防火管

 

ア 本件は、消防計画により非常用物

品等の点検整備を行うと定められて

いることについての認識不足が原因

です。 

  今回の指摘を受け、消防計画につ

いて内容を精査・修正した上で、非

常用物品等の点検整備を実施し、所

轄消防署長へ消防計画変更の届出を

行いました。（令和 5年 4月26日届

出）      （東山線駅務区） 

 

イ 本件は、名城線運転区（金山）の

消防計画と、統括防火管理者が作成

する建物全体の消防計画の適合性の

確認が不十分であったことが原因で

す。 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

理者の作成する消防計画は、統括防火

管理者が作成する消防計画に適合させ

なければならないとされている。その

ため、名城線運転区（金山）について

は、複合ビルである「ループ金山」全

体の消防計画に適合させなければなら

ない。 

東山線駅務区（名古屋駅）及び名城

線運転区（金山）の消防計画並びに防

火管理上必要な業務の実施状況につい

て調査したところ、以下のような事例

が見受けられた。 

ア 一部の非常用物品等について消防

計画の定めが実態と一致していなか

った。また、非常用物品等の点検整

備が未実施であった。 

（東山線駅務区） 

イ 消防計画が建物全体の消防計画に

一部適合していなかった。 

（名城線運転区） 

消防計画は、常に防火管理業務の適

正を期するため、その事業所の実態に

適合したものに改正したうえで運用し

ていかなければならないものである。  

東山線駅務区及び名城線運転区にお

いては、消防計画の見直しを行ったう

えで、防火管理業務を適切に行われた

い。 

また、複数の所属において防火管理

に係る不備が見受けられたことから、

総務課においては、防火管理の状況に 

ついて局内総点検を実施するとともに、

定期点検の方策についても検討された

い。          （総務課） 

 

  今回の指摘を受け、消防計画につ 

いて、建物全体の消防計画である

「ループ金山全体についての防火管 

理に係る消防計画」に適合するよう、

当該計画を修正し、所轄消防署長へ

の届出を行いました。（令和 5年 4

月27日届出）  （名城線運転区） 

 

消防計画を作成する必要のある全所

属・局施設（駅務業務の委託をしてい

る駅、管理の委託を実施している営業

所等を含む。）を対象に、令和 5年 4

月末までに防火管理の状況について局

内総点検を実施し、また、令和 6年度

以降、毎年度原則として 4月末までに

定期点検を行うよう局内に通知しまし

た。（令和 5年 2月15日通知） 

（総務課） 

 

 

1(3) 

 

委託営業所に係る業務の監督について

（行政運営事務） 

交通局では、港明営業所の管轄路線

の運転業務、運行管理業務、営業所管 

理、施設管理等の業務を委託している。

委託契約書によると、受託者は、消

防法の定めに従い、防火管理者を選任

し、消防計画の作成及び変更や消防訓

練の実施など防火管理上必要な業務を

行わせることとされている。 

 

（監査期間中に措置済） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

このほか、情報の適正な保護及び管

理のため、受託者は、交通局に準拠し

た情報の取扱いに関するマニュアルを

作成することとされ、そのマニュアル

では、機密文書が含まれる廃棄文書を

専用箱に集積して梱包し、梱包した日

と箱数を記録した後、営業所倉庫内に

おいて、施錠のうえ管理することとさ

れている。 

また、契約書には、受託者は事前の

書面による委託者の承認を得ずに、本

件業務を第三者に再委託してはならな

いと定められている。 

港明営業所に係る業務委託の履行状

況等について調査したところ、以下の

ような事例が見受けられた。 

ア 防火管理業務に不備があるもの 

(ｱ) 防火管理者が人事異動に伴い不

在となって以降、防火管理者及び

消防計画がそれぞれ変更されてい

なかった。 

(ｲ) 消防訓練を実施していなかっ

た。 

イ 情報管理業務に不備があるもの 

(ｱ) 受託者が作成した情報の取扱い

に関するマニュアルにおいて、営

業所の名称の記載が一部誤ってい

た。 

(ｲ) 機密文書が含まれる廃棄文書に

ついて、梱包した日と箱数の記録

が行われていなかった。 

ウ 業務再委託の手続に不備があるも

の 

清掃及びバス広告着脱作業業務の

再委託の承認について、書面での手

続が行われていなかった。 

管理課においては、契約書に定めら

れた委託業務の不適切な履行により、

交通局の信頼が損なわれないように、

防火管理上必要な業務の実施や適正な

情報管理、書面による業務再委託の承

認手続など契約で定める事項が適切に

行われるよう監督し、受託者を指導さ

れたい。        （管理課） 

なお、管理課においては、受託者に

よる防火管理者等の変更や情報管理に
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

関するマニュアル等の修正が完了した

ことを確認するとともに、書面による

業務再委託の承認手続が行われた。ま

た、受託者へ契約で定める事項を適切

に行うよう指導がなされ、必要な措置

が講じられた。 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

スポーツ市民局（スポーツ市民局関連事務を担当する区役所及び財政局の課室を

含む。） 

（令和 5年 8月31日現在の状況）   

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(1) 

 

支出命令事務について（支出事務） 

本市では、会計事務の効率化等を目

的として財務会計総合システムの再構

築が行われ、平成31年 3月より新たな 

財務会計総合システムが稼働しており、

これまで支出命令者等に紙の原本を送

付していた請求書等の関係書類につい

て、電子情報化して送付することとな

った。 

市民活動推進センターにおいて支出

事務を調査したところ、請求書の日付

を砂消しゴムの使用により改ざんした

後、スキャンして電子情報を作成して

いる事例が見受けられた。 

契約の相手方から提出された請求書

等の書類を修正テープなどで加工した

上で電子情報化し事務処理を行ってい

た不適正な事例については、近年の監

査において繰り返し指摘したところで

ある。市民活動推進センターにおいて

は、行政文書を改ざんすることはあっ

てはならないことであると職員一人ひ

とりが改めて自覚するとともに、財務

会計総合システムの画面上において電

子情報の点検を行う場合、紙決裁に比

較して視覚的チェックが機能しにくい

というリスクがあることを踏まえ、上

司等による確認の徹底を図り再発防止

に努められたい。 

（市民活動推進センター） 

 

 

本件は、事務繁忙等により支払が遅

延した請求について、事業者に請求書

を再提出させることなく徴取済の請求

書の日付を修正することで支払事務を

早く進めようという意識が働き、適正

な会計事務を行うという認識が十分で

なかったことが原因です。 

今回の指摘を受け、事業者から提出

される文書を職員が修正することのな 

いよう、職員に周知徹底を行いました。

財務会計総合システムに登録された

書類等の原本についても、定期的に上

司が確認を行うなどチェック体制を構

築し、適正な会計事務に向けた取組を

進めてまいります。 

（市民活動推進センター） 

 

1(2) 

 

区スポーツ推進委員連絡協議会等運営

補助金について（支出事務） 

本市では、スポーツの推進のため各

学区にスポーツ推進委員が設置されて 

おり、スポーツ推進委員は市民に対し、

スポーツの実技の指導等を行っている。

 

本件は、区スポーツ推進委員連絡協

議会等運営補助金交付要綱（以下「要

綱」という。）の一部不備があったこ

と及び事業変更承認申請書を区地域力

推進室へ提出する要件が明確に規定さ

れていなかったため、各区の運用に齟
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

また、各学区のスポーツ推進委員相互

の連絡調整を目的とした、区スポーツ

推進委員連絡協議会（以下「区連協」

という。）を各区に設置し、スポーツ

推進委員の職務に関する連絡調整等を

行っている。 

区地域力推進室では、スポーツ推進

委員の活動が円滑に行われることを目

的とし、活動に要する経費の一部に対 

して、補助金を区連協に交付している。

名古屋市補助金等交付規則によると、

補助金の交付決定に際し、経費の配分

や事業内容を変更する場合には、市長

の承認を受けるべき旨の条件を付すこ

とができるとされている。 

区スポーツ推進委員連絡協議会等運

営補助金交付要綱（以下「要綱」とい  

う。）によると、区連協は、年度途中

において事業内容を変更する場合は、

あらかじめ事業変更承認申請書を区地

域力推進室へ提出することと定められ

ているが、経費の配分変更の場合につ

いては特に定めがない。 

一方、区連協補助金事務の手引きに

おいては、事業計画の変更として経費

の配分変更、事業内容の変更いずれも

含まれるものと解される記述となって

おり、スポーツ振興室は、経費の配分

変更の場合も、事業変更承認申請書の 

提出が必要であるという認識であった。

区地域力推進室における補助金の交

付事務について調査したところ、一部

の区連協において、事業計画書が提出

された以降に経費の配分や事業内容が

変更されたにも関わらず、事業変更承

認申請書の提出を受けずに補助金が支

出されていた。 

事業変更承認申請書の提出を受けて

いなかった原因としては、区地域力推

進室が、経費の配分変更に該当する事

案であると解釈し、その場合の取扱い

が要綱に記載されていないことから、

事業変更承認申請書の提出が不要であ

ると認識していたことによるものであ

った。 

補助金の適正な執行を確保するため

齬が生じたことが原因です。 

 

今回の指摘を受け、次の対応を行い

ました。 

 

(1) 各区の意見を踏まえ、令和 5年 5

月31日付けで、次のとおり要綱の一

部改正を行いました。 

補助団体が経費の配分の変更をす

る場合についても市長の承認を受け

るよう規定するとともに、その際の

承認手続に関する規定を整理しまし

た。 

(2) 同年 6月12日及び19日に各区担当

者会を開催し、本件改正に関する事

務手続の周知を行いました。 

(3) 各区担当者会の意見を踏まえ、同

年 7月 1日付けで、本件改正内容を

反映させ、「事務の手引き」を改定

しました。 

 

今後も補助金の適正な交付事務がな

されるよう機会を捉え、各区に対して

助言・周知してまいります。 

        （スポーツ振興室） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

には、交付の目的に従った使途となっ

ているか、補助対象事業を明確にし、

記録しておく必要がある。 

スポーツ振興室においては、要綱の

記載内容に一部不備が見受けられるこ

とによって、事業変更承認申請書の提

出が不要であると区に誤解を生じさせ

ていたことから、経費の配分が変更さ

れた際にも、事業変更承認申請書の提

出が必要であることを明記するよう要

綱を改正されたい。さらに、補助金の

適正な交付事務がなされるよう各区に

対する事務手続の周知を行われたい。 

（スポーツ振興室） 

 

 

1(3) 

 

名古屋市安心・安全・快適まちづくり

活動補助金について（支出事務） 

 本市では、市民が安心・安全で快適 

なまちづくりを進めることを目的とし、

身近な地域課題の解決に主体的に取り

組む「安心・安全・快適まちづくり活

動」に要する経費の一部に対して、補

助金を学区連絡協議会等（以下「協議

会等」という。）に交付している。 

補助対象経費や申請等の手続につい

ては、名古屋市安心・安全・快適まち

づくり活動補助金交付要綱及び安心・

安全・快適まちづくり活動補助金事務

の手引き（以下「安安補助金要綱等」

という。）に定められている。安安補

助金要綱等によると、補助対象となる

のは、毎年度 4月 1日から翌年 3月31

日までに実施した事業で年度内に支払

を完了した経費とされている。 

中村区地域力推進室において補助金

の精算書類を調査したところ、協議会

等が令和 2年度に実施した事業の支払

を令和 3年 4月に行ったことから、中

村区地域力推進室が令和 3年度の補助

対象と誤認し、補助金を交付している

事例が見受けられた。 

中村区地域力推進室においては、適 

正な補助金交付事務に努めるとともに、

補助対象外の経費に対する補助金の返

還を求められたい。 

 

（監査期間中に措置済） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

（中村区地域力推進室）  

なお、中村区地域力推進室において

は、補助金が返還され、必要な措置が

講じられた。 

 

1(4) 

 

コミュニティセンターの管理運営収支

決算書について（支出事務） 

本市では、概ね小学校区域ごとにコ

ミュニティセンターを設置し、学区連

絡協議会等が指定管理者として管理を

行っている。 

本市と指定管理者との間で締結して

いるコミュニティセンターの管理に関

する基本協定書によると、指定管理者

は、毎年度、管理運営収支決算書（以

下「決算書」という。）を翌年度の 4

月30日までに市長に提出しなければな

らないとされている。 

本市では新型コロナウイルス感染症

の影響による減収補填を行っており、

減収補填については実際の収入日の属

する年度で決算書に計上する取扱いと

なっている。 

天白区地域力推進室において決算書

を調査したところ、以下のとおり記載

が誤っているものがあった。 

ア 令和 2年度に収入された減収補填

の額が、令和 3年度の決算書に記

載されていたもの 

イ 令和 3年度に収入された減収補填

の額が、令和 3年度の決算書に記

載されていなかったもの 

天白区地域力推進室においては、決

算書が適正に作成されるよう、指定管

理者を指導するとともに、決算書の確

認を確実に実施されたい。 

（天白区地域力推進室） 

 

 

本件は、新型コロナウイルス感染症

の影響による減収補填について、実際

の収入日の属する年度で決算書に計上

する取扱いを指定管理者が認識不足で 

あったこと及び当室の確認不足のため、

当該年度の決算書に正しく計上できな

かったことが原因です。 

今後は、決算書が適正に作成される

よう、指導及び確認を徹底してまいり

ます。   （天白区地域力推進室） 

 

1(5) 

 

見積書の徴取先選定について（契約事

務） 

名古屋市契約規則によると、委託契

約にあっては予定価格が 100万円を超

えない場合は、随意契約によることが

できるとされており、その場合であっ

ても、予定価格が30万円を超える契約

 

本件は、当該契約担当者が契約締結

までには至らなかったものの、過去に

やりとりのあった事業者に対して見積

書の徴取を行ったもので、所在地や代

表者まで確認を怠っていたことが原因 

で、見積書の書式や内訳等においても、

気に留めることなく処理をしてしまっ

57



 

 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

を締結する場合は、原則として 2者以

上の者から見積書を徴取しなければな

らないと定められている。また、契約

事務の手引きによると、契約事務にあ

たり、関係会社を同時に指名しないよ

う注意することとされている。 

なごや人権啓発センターにおいてパ

ンフレットデザイン制作の委託契約に

ついて調査したところ、予定価格が30

万円を超える委託契約であったため、

 2 者から見積書を徴取していたが、見

積書の様式が同一であり、見積の内訳

や備考欄の記載内容等もほぼ同一であ

った。そのため、見積書の徴取先につ

いて確認した結果、 2者は本店及び支

店の所在地が同じであり、代表者も同

じ関係会社であることが判明した。 

なごや人権啓発センターにおいては、

契約事務の手引きを踏まえ、 2者以上

の者から見積書を徴取するにあたって

は、競争性が確保された徴取先かどう

か判断したうえで行われたい。 

      （なごや人権啓発センター） 

 

たことが、今回のような事態になった

と考えております。 

今回の指摘を受け、契約事務を進め 

る際は、見積書徴取の相手方の所在地･ 

代表者を確認し、また関連性のない会

社であることを確認した後に見積書徴 

取の依頼をするよう徹底いたしました。

見積書徴取後においては、その様式

についても酷似していないかについて

も確認するよう徹底いたしました。 

上記の 2つの確認の徹底により、競

争性が確保された徴取先であるかどう

かを判断し、現在契約事務を進めてい

るところです。 

    （なごや人権啓発センター） 

 

1(7) 

 

外部記録媒体の管理について（行政運

営事務） 

本市では、電子情報の漏えいを防止

するため、ＳＤカードを始めとする外

部記録媒体の利用を原則として禁止し

ており、外部記録媒体を使用しなけれ

ば業務遂行が不可能であるなど相当の

理由がある場合には例外的に使用が認

められるものの、各局区室で利用基準

を定めた上で、その基準に従い適切に

取り扱わなければならないとされてい

る。 

  スポーツ市民局における外部記録媒 

体利用基準（以下「利用基準」とい 

う。）によると、外部記録媒体導入時

には所属課長等の許可が必要となるこ

と、外部記録媒体を適正に管理するた

めに外部記録媒体管理簿（以下「管理

簿」という。）を作成すること、利用

目的や保護対策等が適切であるかを判

断するために外部記録媒体利用簿（以

 

（監査期間中に措置済） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

下「利用簿」という。）を作成するこ

ととされている。 

なごや人権啓発センターにおいて外

部記録媒体の管理状況を調査したとこ

ろ、デジタルカメラに使用するＳＤカ

ードについて、利用基準に基づく管理

が必要との認識がなく、導入時に所長

の許可を得ておらず、管理簿及び利用

簿も作成されていなかった。 

なごや人権啓発センターにおいては、

利用基準が外部記録媒体の紛失や盗難

等に伴う情報漏えいの発生を防止する

ために定められているものであること

を改めて認識し、利用基準に従い外部 

記録媒体の適正な管理を徹底されたい。

（なごや人権啓発センター） 

なお、なごや人権啓発センターにお

いては、外部記録媒体導入について所

長の許可を得た上で、管理簿及び利用

簿を作成しており、必要な措置が講じ

られた。 

 

 

1(8) 

 

自動車臨時運行許可事務について（行

政運営事務） 

道路運送車両法（昭和26年法律第 

 185号）によると、一定の要件を満た

さなければ自動車を運行の用に供する

ことができないとされているが、検査

等のために回送する場合など特定の場

合に限り、運行要件を満たしていない

自動車であっても行政庁の許可により

臨時に運行できることとされている。 

本市では名古屋市自動車臨時運行許

可規則及び自動車臨時運行許可事務取

扱要領（以下「規則等」という。）に

基づき、区長が申請書を審査し、臨時

運行の必要を認めたときは、その許可

の有効期間を定めて臨時運行許可証を

交付し、かつ臨時運行許可番号標を貸

与しなければならないとされている。

また、自動車損害賠償責任保険の保険

期間は、最終日の正午までとなってい

るため、規則等において運行の期間の

最終日が保険期間の最終日となる場合

には、その日は許可できないこととさ

 

本件は、自動車臨時運行許可事務取

扱要領に定められている自動車損害賠

償責任保険の加入期間と臨時運行許可

の期間との関係の確認についての認識

が不足していたことが原因です。 

今回の指摘を受け、令和 5年 3月17

日から許可申請書下部にチェック欄を

設け、運行許可期間が自動車損害賠償

責任保険の加入期間内になっているこ

と、自動車損害賠償責任保険の期間の

最終日が運行許可期間に含まれていな

いこと等を確認することにより、再発

防止を図りました。 

今後も自動車臨時運行許可事務にお 

ける保険期間の確認の重要性を認識し、

規則等に従った適正な事務を徹底して

まいります。    （南区総務課） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

れている。 

自動車臨時運行許可事務を調査した

ところ、南区総務課において、運行の

期間の初日に保険期間が到来していな

い事例や、運行の期間の最終日と保険

期間の最終日が同日になっている事例

が見受けられた。 

南区総務課においては、自動車損害

賠償責任保険に加入していない期間を

含めて許可をすることは、自動車損害

賠償保障法（昭和30年法律第97号）に

違反する行為を助長することにつなが

りかねないことから、自動車臨時運行

許可事務における保険期間の確認の重

要性を改めて認識するとともに、規則

等に従って適正に処理されたい。 

（南区総務課） 

 

 

1(9) 

 

太陽光発電売電額報告書について（行

政運営事務） 

本市では、一部のコミュニティセン

ターにおいて太陽光発電装置を設置し

ており、この装置による売電額につい

て年度終了後に指定管理者から報告さ

せ、年間売電額を本市に納付させてい

る。 

本市と指定管理者との間で締結して

いる太陽光発電装置の管理等に関する

覚書によると、指定管理者は毎年 4月 

 1日から翌年 3月31日までに中部電力

ミライズ株式会社（以下「中部電力」

という。）から振り込まれた売電額を

振り込まれた年度の太陽光発電売電額

報告書（以下「報告書」という。）に

記載し、年度終了後 5日以内に本市に

報告することとされている。 

天白区地域力推進室において報告書

を調査したところ、以下のような事例

が見受けられた。 

ア 令和 4年 4月に中部電力から振り

込まれた売電額が、令和 4年度の

報告書に記載すべきところ、令和 

 3 年度の報告書に記載されていた

もの 

イ 報告書が鉛筆書きであったもの 

 

本件は、電力会社からの振込日で整

理して太陽光発電売電額報告書に記載

する取扱いについて指定管理者の認識

不足があったこと及び当室の提出書類 

の確認が不足していたことが原因です。

令和 4年度分の報告書については、 

令和 5年 2月21日に指定管理者に対し、

「太陽光発電売電額報告書の作成に当

たり、振込日の属する年度に売電額を

記載すること」、「修正・改ざんの出

来ない筆記具にて記載すること」を文

書で指示しました。 

今後も、報告書が適正に作成される

よう、指導及び確認を徹底してまいり

ます。   （天白区地域力推進室） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

天白区地域力推進室においては、覚

書に従い報告書が作成されるよう、指

定管理者を指導するとともに、報告書

の確認を確実に実施されたい。また、

報告書の記載は、後日修正や改ざんが

できないようなボールペン等の筆記具

において行うよう指定管理者を指導さ

れたい。  （天白区地域力推進室） 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

スポーツ市民局（公の施設の指定管理者監査分） 

（令和 5年 8月31日現在の状況）   

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

2(1) 

 

所得税等の源泉徴収事務について（支

出事務） 

所得税法（昭和40年法律第33号）等

によると、給与や報酬等の所得の支払

をする者は、その支払の際、支払金額 

に応じた所得税及び復興特別所得税 

（以下「所得税等」という。）を徴収

し、国に納めなければならないとされ

ている。 

また、所得税基本通達において、報

酬等の支払の基因となる役務提供のた

めにする旅行、宿泊等の費用について

は、支払者から交通機関、ホテル、旅

館等に直接支払われ、かつその金額が

通常必要であると認められる範囲内の

ものである場合には、源泉徴収をしな

くても差し支えないとされている。 

指定管理料の執行状況について調査

したところ、以下のような事例が見受

けられた。 

ア 各イベントの講師等に謝金を支払

っていたが、所得税等の源泉徴収

を行っていなかったもの 

（味鋺学区福祉推進協議会【名

古屋市楠地区会館】） 

イ  交通費名目でイベントの講師等に

対し支払っていた金額について、

源泉徴収の対象外と誤認していた

ため、所得税等の源泉徴収を行っ

ていなかったもの 

（中部互光・コスモコンサルタ

ント運営共同体【名古屋市山

田地区会館】） 

（指定管理者分） 

味鋺学区福祉推進協議会及び中部互

光・コスモコンサルタント運営共同体

においては、適正に源泉徴収事務を行

われたい。 

なお、地域振興課においては、指定

 

（監査期間中に措置済） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

管理者が源泉徴収し、所轄の税務署に

納付したことを確認しており、必要な

措置が講じられた。 

 

 

2(2) 

 

指定管理料で購入した備品の管理につ

いて（財産管理事務） 

本市では、地区会館を適正かつ円滑

に管理運営するために必要な基本事項

を定めることを目的として、各地区会

館の指定管理者と地区会館指定管理者

基本協定書（以下「基本協定書」とい

う。）を締結している。 

基本協定書では、指定管理料で備品

を購入するときは、事前に本市と協議

することとされており、それらの備品

の所有権は本市に帰属すると定められ

ている。なお、地区会館の備品に関す

る手続は区役所支所（以下「支所」と

いう。）で行っている。 

指定管理料で購入した備品について

調査したところ、名古屋市山田地区会 

館及び名古屋市徳重地区会館において、

購入に際し各支所への事前協議がなさ

れておらず、当該備品が各支所の備品

台帳に登録されていない事例が見受け

られた。 

（指定管理者分） 

中部互光・コスモコンサルタント運

営共同体及びサンエイ株式会社におい

ては、指定管理料で備品を購入すると

きは、基本協定書に基づき各支所と事

前に協議されたい。 

（中部互光・コスモコンサルタント

運営共同体【名古屋市山田地区会

館】、サンエイ株式会社【名古屋

市徳重地区会館】） 

（スポーツ市民局関係分） 

地域振興課においては、指定管理料

で備品を購入するときは各支所へ事前

協議するよう、指定管理者に周知徹底

されたい。     （地域振興課） 

なお、地域振興課においては、当該

備品について指定管理者から各支所へ

協議した上で備品台帳に登録されたこ

とを確認するとともに、各指定管理者

 

（監査期間中に措置済） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

に対し備品の取扱いについて周知を図

っており、必要な措置が講じられた。 

 

 

2(3) 

 

従業員の雇用契約について（その他事

務） 

 最低賃金法（昭和34年法律第 137号）

によると、使用者は、最低賃金の適用

を受ける労働者に対し、その最低賃金

額以上の賃金を支払わなければならな 

いとされている。愛知県の最低賃金は、

令和 3年10月 1日から令和 4年 9 月30

日までは時給 955円、令和 4年10月 1

日からは時給 986円となっている。 

名古屋市楠地区会館において雇用契

約書を調査したところ、令和 4年 4月 

 1 日から令和 5年 3月31日まで雇用し

ている 3名の従業員の賃金が雇用期間

を通じて時給 950円となっていた。 

（指定管理者分） 

味鋺学区福祉推進協議会においては、

従業員に対し最低賃金額以上の賃金を

支払われたい。 

（味鋺学区福祉推進協議会【名古屋

市楠地区会館】） 

なお、地域振興課においては、指定

管理者が従業員に対し最低賃金額との

差額分を支給した上で雇用契約を更改

したことを確認しており、必要な措置

が講じられた。 

 

 

（監査期間中に措置済） 

 

2(5) 

 

医務室の管理について（その他事務） 

名古屋市体育施設の管理運営にかか 

る基本協定書によると、指定管理者は、

利用者の安全に配慮した日常管理及び

施設の保守点検を怠りなく行わなけれ

ばならないこととされている。 

スポーツ施設室によると、体育施設

には体調不良者等が発生した際に介抱

するための医務室を設置している。ま

た、指定管理者は、清掃作業日次点検 

表に施設内の清掃場所を定めたうえで、

清掃作業を実施することとされている。

名古屋市昭和スポーツセンターにお

 

 本件は、指定管理者において、清掃

作業日次点検表に、医務室を清掃場所

として定めていなかったことが原因で

す。 

 今回の指摘を受け、速やかに医務室

を清掃し、清掃場所として医務室を清 

掃作業日次点検表に追加いたしました。

 今後は、指定管理者へ清掃場所の確

認を行い、利用者の安全に配慮した日 

常管理及び施設の保守点検を行うよう、

指定管理者を指導してまいります。 

（スポーツ施設室） 

64



 

 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

いて、プール施設の医務室を確認した

ところ、応急対応用の長椅子の前に、

段ボール箱等が置かれており、その長

椅子を囲う間仕切りカーテンのレール 

には、洗濯物等が掛けられているなど、

即座に利用できる状態となっていなか

った。また、当該医務室は、清掃作業

日次点検表の清掃場所に含まれておら

ず、定期的に清掃されていたか確認で

きなかった。 

（指定管理者分） 

医務室については、その性質上、日

常的に適切な維持管理が必要であると

考えられる。 

愛知スイミング・大成共同事業体に

おいては、清掃作業日次点検表に清掃

場所として医務室を追加されたい。 

（愛知スイミング・大成共同事業体

【名古屋市昭和スポーツセンタ

ー】） 

 

 

2(6) 

 

事業報告書の作成について（その他事

務） 

名古屋市体育施設の管理運営にかか

る基本協定書等（以下「協定書等」と

いう。）によると、指定管理者は、毎

年度終了後に、料金収入の実績や管理

運営経費等の収支状況等を記載した事

業報告書を本市に提出することとされ

ている。 

事業報告書は、施設の管理運営経費 

等を把握するための重要な書類であり、

今後の指定管理者を選定する際の指定

管理料を算出するための根拠資料とし

ても不可欠であることから、正確に作

成される必要がある。 

なお、指定管理料は、原則として当

初に合意した金額から変更しないこと

とされているが、令和 3年度、スポー

ツ施設室は、新型コロナウイルス感染

症拡大に伴う収支不足額について、指

定管理者との協議により追加で支出す

ることとした。この算定にあたって、

支出額に指定管理者の裁量で行う自主

事業に要した経費は含めないこととさ

 

 本件は、指定管理者の事業報告書作

成時及び当室の報告内容確認時におけ

る各種報告との照合が不十分であった

ことが原因です。 

 今回の指摘を受け、各指定管理者及

び当室においては、令和 3年度の事業

報告書の内容確認を行い、誤りがあっ

た箇所について修正を行いました。 

 また、昭和スポーツセンターに係る

指定管理料の増額分の支出について、

令和 3 年度の自主事業に係る光熱水費

相当分の 2 ,599,940円を指定管理者に

対して返還請求を行い、令和 5年 5月

 1 日に返還されております。 

 今後は、事業報告書の作成に際して

は、各指定管理者へ正確な報告を行う

よう指示する等、事業報告書が適正に

作成されるよう、確認及び指導をして

まいります。  （スポーツ施設室） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

れている。  

監査対象施設の事業報告書等につい

て調査したところ、以下のような事例

が見受けられた。 

ア 収支決算書における光熱水費につ

いて、指定管理基本業務に要する

経費と自主事業に要する経費が区

分されていなかったもの 

（愛知スイミング・大成共同事

業体【名古屋市昭和スポーツ

センター】、一般社団法人名

古屋ローンテニス倶楽部【名

古屋市名城庭球場】） 

イ 収支決算書の金額が誤っていたも

の 

（愛知スイミング・大成共同事

業体【名古屋市昭和スポーツ

センター】） 

また、名古屋市昭和スポーツセンタ

ーに係る指定管理料の増額分の支出に

ついて、指定管理基本業務に要した経

費に加え、自主事業に要した光熱水費

も含めて算定していたこと等により 

 2 ,599,940円過大となっていた。 

（指定管理者分） 

愛知スイミング・大成共同事業体及

び一般社団法人名古屋ローンテニス倶

楽部においては、令和 3年度の事業報

告書を修正するとともに、今後の事業

報告書の作成にあたっては、協定書等

に従い適正に作成されたい。 

（スポーツ市民局関係分） 

スポーツ施設室においては、事業報

告書の内容を精査するとともに、指定

管理者に対し正確な事業報告書の作成

について指導されたい。 

また、指定管理料の増額に係る支出

については、名古屋市昭和スポーツセ

ンターにおける令和 3年度の自主事業

に係る光熱水費相当分等について返還

を求められたい。（スポーツ施設室） 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

総務関係（市長室、総務局、選挙管理委員会事務局、区選挙管理委員会事務室、

監査事務局、人事委員会事務局及び市会事務局）（総務関係関連事務を担当する区

役所及び財政局の課室を含む。） 

（令和 5年 8月31日現在の状況）   

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(1) 

 

総合評価委員への謝金の支払遅延につ

いて（支出事務） 

給与課では、職員情報システム最適

化のための調査業務委託を実施してお

り、調査の品質確保を図ることを目的

に、価格だけでなく、価格以外の技術

的な要素等を評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式による入札が採用

された。総合評価落札方式による入札

にあたっては、中立かつ公平、公正な

評価を行うため総合評価委員が選任さ

れ、本市職員以外の総合評価委員につ

いては、意見聴取に対し謝金を支給し

ている。 

総合評価委員への謝金の支払事務に

ついて調査したところ、令和 3年 3月

及び 4月に実施された意見聴取に対す

る謝金について、 2回分まとめて支出

手続が行われ過年度分と現年度分の支

出が混在したため事務の確認に時間を

要したこと及び支払事務の着手が遅れ

たことにより、総合評価委員へ謝金が

支払われたのが令和 3年10月に入って

からとなっていた。 

給与課においては、今後は、謝金を

支払うべき事案が発生した場合には、 

その都度、遅滞なく支払事務に着手し、

迅速かつ適切に謝金を支払うよう徹底

されたい。       （給与課） 

 

 

本件は、現年度分と過年度分が混在

する支出に対して事務手続の理解が不

足していたこと、謝金を迅速に支払う

べきであるという意識が欠けていたこ

とが原因です。 

今回の指摘を受け、意見聴取が年度

をまたいで行われた場合は支払年度を

明確に分けた上で、経理担当者と連携

して事務を進めること、また、意見聴 

取の都度、支払事務に遅滞なく着手し、

迅速に謝金を支払うことについて、令

和 5 年 1 月及び 5 月に職場会議におい

て周知徹底を行いました。 

今後も定期的に課内周知を行い、支

払事務が遅延することないよう支払事

務を適切に行ってまいります。 

            （給与課） 

 

1(2) 

 

前渡金受領後の支払方法について（支

出事務） 

地方自治法によると、地方公共団体

の支出の方法の特例として、資金前渡

によることができるとされており、名

古屋市会計規則において投票及び開票

 

本件は、公金である前渡金の支払方

法について、前渡金として受領した現

金で支払わなければならないという理

解の不足により、私金による立替払が

可能と認識していたことが原因です。 

今回の指摘を受け、令和 5年 1月23
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

に係る経費もその対象の一つとされて

いる。 

資金前渡とは、職員に現金支払をさ

せるため、あらかじめ概括的に資金を

交付して、債権者に対し現金支払をす

ることにより円滑な事務事業を確保し

ようとする制度である。 

南区選挙管理委員会事務室において、

令和 3年度に執行された各選挙の支出

事務について調査したところ、資金前

渡により現金を受領したのち、当該現

金で支払わず、職員個人のクレジット

カードで支払を行っている事例が見受

けられた。 

職員個人のクレジットカードによる

支払は、公金で支払うべき経費を個人 

で立て替えて支払っていることとなり、

資金前渡の制度に沿った運用となって

いなかった。南区選挙管理委員会事務

室においては、職員に資金前渡の制度

を理解させたうえで、交付された現金

をもって支払を行うよう周知徹底され

たい。（南区選挙管理委員会事務室） 

 

日開催の愛知県知事選挙第 2回庶務主

任会議において、選挙事務を行う職員

に対し、資金前渡の制度についての説

明を行う際に、クレジットカードによ

る支払は行わず、交付された現金をも 

って支払を行うよう周知徹底しました。

今後も適正な事務処理を徹底し、再

発防止に努めてまいります。 

   （南区選挙管理委員会事務室） 

 

1(3) 

 

適正な見積書の徴取について（契約事

務） 

名古屋市契約規則によると、委託契

約にあっては予定価格が 100万円を超

えない場合は、随意契約によることが

できるとされており、その場合であっ

ても、予定価格が30万円を超える契約

を締結する場合は、原則として 2者以

上の者から見積書を徴取しなければな

らないと定められている。また、「競

争性のある契約の推進のために～随意

契約ガイドライン～」では、契約の相

手方を通じて複数の者の見積書を徴取

するようなことは、決してあってはな

らないとされている。 

南区選挙管理委員会事務室において、

令和 3年度に執行された各選挙の公営

ポスター掲示場の設置及び撤去の委託

契約について調査したところ、いずれ

の契約においても契約の相手方を通じ

て他業者の見積書を徴取していたこと

 

本件は、平成27年 5月公表の監査で

も同様のご指摘を受けながら、再び指

摘を受けたという、契約事務に対する

意識が再び低下したことが原因です。 

今回の指摘を受け、令和 4年12月12

日の朝礼において、南区選挙管理委員

会事務室の職員全員に、見積書徴取業

者からそれぞれ個別に見積書を徴取す

ることを周知徹底しました。 

また、契約の競争性を確保し適正な

契約を進めなければならないという意

識を向上させ、契約事務への理解を深

めることを目的とした研修を、令和 5

年 3月13日及び同月23日に南区選挙管

理委員会事務室の職員全員を対象に実

施しました。 

今後も契約事務の執行に対する意識

の向上に努め、適正な事務執行を徹底

してまいります。 

   （南区選挙管理委員会事務室） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

が判明した。 

契約の相手方を通じて他業者の見積

書を徴取することが不適正な取扱いで

あることは、平成27年 5月15日に公表

した南区選挙管理委員会事務室に対す

る監査結果においても指摘した。それ

を受け、監査委員に対し、個別に 2者

以上から見積書を徴取するよう改善し

たという旨の通知があった。それにも

かかわらず、今回の監査において同様

の事例が見受けられたことは、南区選

挙管理委員会事務室における契約事務

に対する意識が再び低下していると言

わざるを得ず、誠に遺憾である。適正

に見積書を徴取するとともに、契約事

務の適正な執行に対する意識の向上を

図られたい。 

（南区選挙管理委員会事務室） 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

子ども青少年局（子ども青少年局関連事務を担当する区役所及び財政局の課室を

含む。） 

（令和 5年 8月31日現在の状況）   

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(1)

ア 

 

債権管理について（収入事務） 

ア 臨時特別給付金返還金について 

本市では、令和 2年度に新型コロナ

ウイルス感染症の影響を踏まえた子育

て世帯への支援事業として、「子育て

世帯への臨時特別給付金」及び「ひと

り親世帯臨時特別給付金」の給付事業

を実施している。また、給付後に支給 

対象外であったことが判明した場合は、

返還請求を行うことになっている。 

返還請求に係る債権管理については、

名古屋市債権管理条例等で定めており、

履行期限が経過しているにもかかわら

ず債務が履行されていない場合は、書

面により督促することとされている。

また、督促状を発付しても納付がされ

ないときには、文書等により催告を行

うこととされており、債務者との交渉

の経過については、債権管理台帳に記

載することとされている。 

上記給付金の返還金に係る債権管理

について調査したところ、すべての債

権について、返納通知書の発送以降、

督促状の発付及びその後の催告を全く

実施していなかった。また、一部の債

権管理台帳については、債務者との交

渉の記録として、返納通知書の発送の

記載もされていなかった。 

子ども未来企画室においては、督促

状の発付及びその後の催告を実施する

とともに、債務者との交渉の記録を債

権管理台帳に記載し、適正な債権管理

を行われたい。（子ども未来企画室） 

 

 

本件は、債権管理に関するマニュア

ルの理解不足により適切な事務処理が

行えなかったことが原因です。 

今回の指摘を受けて、すべての債務

者に対して電話連絡をした上で、必要

に応じて令和 5年 1月に納付書を発送

しており、期限内に納付の無い場合に

は 2月から 3月の間に督促状を発付し

ました。督促状を発付しても納付がさ

れない場合には、まずは連絡可能な債

務者に対して順次電話催告を行ってい

るところです。債権の回収にあたって

は、財政局作成の「債権管理・回収の

手引き」等のマニュアルに則って実施

するようにしております。 

また、債務者に対して実施した返納 

通知書の発送をはじめ、納付書の発送、

督促状の発付及びその後の催告に係る

すべての交渉の記録を債権管理台帳に

記載し、適正な債権管理を行っていま

す。     （子ども未来企画室） 

 

1(1)

イ 

 

イ 民間保育所保育料について 

 本市では、子ども・子育て支援法

（平成24年法律第65号）に基づき、区

民生子ども課において民間保育所を利

 

本件は、処分停止後に必要な処理を

管理し、後任の担当者に引き継ぐため

の仕組みが確立されておらず、調査や

不納欠損等の処理がされていなかった
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

用する子どもの保護者から保育料を徴

収している。 

民間保育所保育料の債権は、滞納者

の資力喪失等、滞納処分を執行するの

が不適当な場合等において、滞納処分

の執行を停止することができるとされ

ている。さらに、資力が回復しないな

どその執行の停止が 3年間継続したと

きは、納付義務が消滅するとされ、名

古屋市会計規則に基づき不納欠損処分

を実施することとなっている。 

また、債権管理・回収の手引きによ

ると、滞納処分の執行停止後は、少な

くとも年 1回は生活及び収入の状況を

課税資料の取得や本人からの状況聴取

等により把握することとされている。 

民間保育所保育料の債権管理につい

て調査したところ、中区及び中川区民

生子ども課において、滞納処分の執行 

停止後、生活及び収入の状況について、

一度も調査が実施されていなかった。

また、執行停止期間満了により消滅し

た債権について、不納欠損処分が実施

されていなかった。さらに、中川区に

おいては執行停止期間中に消滅時効が

完成した債権についても、不納欠損処

分が実施されていなかった。 

中区及び中川区民生子ども課におい

ては、滞納処分の執行停止後、生活及

び収入の状況について、適正に調査を 

実施されたい。また、不納欠損処分は、

決算の正確性に関わる重要な手続であ

るため、債権が消滅した会計年度中に

実施されたい。 

（中区民生子ども課、中川区民生子

ども課） 

 

ものです。 

実施していなかった不納欠損処分に

ついては、昨年度中に処理を実施しま

した。 

再発防止として、処分停止を行った

ものについては専用ファイルにまとめ

て保管するとともに、一覧表を作成し

て処分停止後に必要な処理（調査の時

期・時効の変更等）を記載し、適切か 

つ確実に管理できるようにしています。

     （中区民生子ども課） 

 

本件は、滞納処分の執行停止後の処

理について、民生子ども係における理

解が不十分であったことが原因です。 

 指摘となった債権については、令和 

5年 1月10日に不納欠損処分を実施し

ました。 

加えて、課内の他債権において総点

検を行い、同様のケースが無いことを

確認しました。 

また、今回の指摘を受け、令和 5年 

1月27日に開催した係会において、保

育担当者を含む職員全員に対し債権管

理についての研修会を実施しました。 

今後も適正な債権管理事務について

徹底してまいります。 

（中川区民生子ども課） 

 

 

1(2) 

 

どんぐりひろば遊具補修工事について

（契約事務） 

 どんぐりひろば管理運営要綱による

と、どんぐりひろばは、幼児のために

安全な遊び場を確保し、健全な育成を

図ることを目的として設置され、日常 

的な管理については、地域の管理団体、

又は管理責任者及び賛同者（以下「管

理責任者等」という。）が行うことと

 

本件は、予定していた工期内に工事

を終わらせることを優先したため、名

古屋市契約規則等に沿った事務処理を

行わなかったことが原因です。 
今回の指摘を受けまして、入札すべ

き契約については適正に入札を行うこ

とについて、令和 5年 6月 1日に所属

内で改めて周知を行いました。 

 どんぐりひろば遊具補修工事にかか
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

されている。なお、市長は遊具の安全 

性確保のために、毎年定期点検を行い、

その結果を管理責任者等に通知するこ

ととしており、管理責任者等に意向確

認を行った上で補修等の必要がある遊

具について工事を実施している。 

 また、地方自治法等によると、地方

公共団体が締結する契約は原則として 

一般競争入札（以下「入札」という。）

によることとされ、随意契約を締結す

ることができるのは予定価格が少額で

あるなど、例外的な場合に限られてお

り、本市においては、工事請負契約に

ついては 2 50万円以下であれば随意契

約を締結することができるとされてい

る。 

 どんぐりひろば遊具補修工事につい

て調査したところ、同一事業者と別個

に随意契約が締結されており、それぞ

れの履行期間及び見積依頼事業者も同

一であった。子育て支援課に確認した

ところ、一つの工事契約とした場合、

予定価格が 250万円を超えるため、入

札すべき案件ではあるが、入札を実施

する期間を考慮すると、予定していた

工期内に工事を終えることは困難であ

ると判断し、地方自治法施行令に規定

される少額の随意契約となるよう契約

を分割したとのことであった。 

 当契約に係る事務手続については、

例年と同様のスケジュールで進められ

ていたが、これまで入札となる事例が

なかったことから、入札を実施する期

間が考慮されていなかった。 

 子育て支援課においては、入札すべ

き契約については、適正に入札を行わ

れたい。また、どんぐりひろば遊具補

修工事について、入札が必要となる可

能性を踏まえ、必要な期間を設けたス

ケジュールを組むなど、法令を遵守し 

た契約を締結できるよう改められたい。

         （子育て支援課） 

 

る事務手続きについては、入札が必要

となる可能性も踏まえ、令和 5年度よ

り、管理責任者への照会等を従前より 

1か月前倒しで行い、遊具補修工事に

かかるスケジュールの見直しを行いま

した。         （子育て支援課） 

 

1(3) 

 

委託契約に係る履行の確認と仕様書の

記載について（契約事務） 

 地方自治法によると、普通地方公共

 

ア 本件については、報告書の作成が

必要であるという認識が不足してい

たことに起因しており、早急に様式
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

団体の職員は、契約の適正な履行を確

保するため又はその受ける給付の完了

を確認するため必要な監督又は検査を

しなければならないとされている。 

検査については、地方自治法施行令

等において、契約書、仕様書及び設計

書その他の関係書類に基づいて行わな

ければならないとされている。 

 また、仕様書については、契約事務

の手引きにおいて、業務内容は数量等

必要な条件をわかりやすく、かつ、明

確に記載することとされている。 

 委託契約の事務手続について調査し

たところ、児童福祉センター中央児童

相談所において、以下のような事例が

見受けられた。 

ア 契約書に定める事業実施報告書が

未提出で、検査調書も作成されて

いなかったもの 

   名古屋市児童虐待相談等法律問 

題援助事業業務委託契約において、

 3 か月分の委託業務の履行が完了

したときに受託者が提出しなけれ

ばならないとされている事業実施

報告書の様式が定められておら

ず、契約締結後一度も提出されて

いなかった。また、名古屋市契約

規則において、契約金額が 100万

円以上であるときに作成しなけれ

ばならないとされている検査調書

が作成されていなかった。 

イ 仕様書に明確な業務内容が記載さ

れておらず、請書に定める実績報

告を受けていなかったもの 

   里親養育包括支援機関及び里親

制度の普及啓発用品に係る作製業

務委託の仕様書には、必要な条件

の記載がなく、業務内容が明確に

記載されていなかった。また、請

書には、業務が完了したときは実

績報告を行うとされているが、実

績報告を受けていなかった。 

 児童福祉センター中央児童相談所に

おいては、契約書等に基づく提出書類

を受託者から求め、アについては検査

調書を作成し、適正な履行の確認を行

われたい。さらに、イについて、業務

を定め、 3か月毎に委託業務の履行

完了内容の報告書を提出してもらう

とともに、検査調書の作成も行いま

した。また、名古屋市契約規則を改

めて遵守するよう周知徹底を図りま

した。 

 

イ 本件については、仕様書等には必

要な条件をわかりやすく、かつ、明

確に記載する必要があるという認識

が不足していたことにより、曖昧な

仕様書となったことが原因です。今

後は仕様書等について必要な条件や 

業務内容を明確に記載するとともに、

納品による確認とあわせ、実績報告

の提出についても受託者に対して遺

漏なく提出するよう徹底し、再発防

止を図りました。 

（児童福祉センター） 

73



番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

の履行は仕様書等に基づき行われるも 

のであり、必要な条件をわかりやすく、

かつ、明確に記載する必要があること

から、契約関係書類の適正な作成を徹

底されたい。 （児童福祉センター） 

 

 

1(5) 

 

営業用乗用自動車乗車券の管理につい

て（行政運営事務） 

 子ども青少年局では、営業用乗用自

動車（以下「タクシー」という。）の

利用について、子ども青少年局営業用

乗用自動車の利用要項を定めており、

タクシーを利用しようとする者は、利

用予定日等を記載したタクシーチケッ

ト出納簿（以下「出納簿」という。）

により、所属長の許可を得た上でタク

シーチケットの交付を受け、利用しな

かったときは速やかに所属長に返還し

なければならないとされている。 

 タクシーチケットの取扱いについて

調査したところ、以下のような事例が

見受けられた。 

ア 利用しなかったタクシーチケット

が返還されないまま、所在不明と

なっていたもの 

   （子ども福祉課、保育運営課） 

イ タクシーチケットの交付の際に、

利用予定日や用途、乗車区間が出

納簿に全く記載されていなかった

もの 

（子ども福祉課、保育企画室、保 

 育運営課、子ども未来企画室、 

 青少年家庭課） 

ウ タクシーチケットの交付の際に、

出納簿による所属長の許可を受け

ていなかったもの   

 （保育企画室、子ども未来企画室） 

エ 交付を受けてから利用まで 2週間

以上、タクシーチケットを職員が

保有し続けていたもの  

          （保育運営課） 

 タクシーチケットは、利用金額の上

限がなく、タクシーチケットに基づき

利用料の請求を受けることから、金券

に準じた厳正な取扱いが必要であると

考えられる。職員が長期間にわたって

 

本件は、子ども青少年局営業用乗用

自動車の利用要項に定められた事項が

徹底されていなかったことが原因であ

るため、各所属に対し要項に基づいた

適切な管理を実施するよう通知しまし

た。（令和 5年 8月25日実施） 

（総務課） 

 

アについては、今後同様の事例が生

じないよう、払出後に実際に利用され

たかの確認を実施し、適正な管理の徹

底に努めます。        

また、イについては、指摘後、特定

の担当者を設定の上、記載内容を確認

し管理を徹底しました。  

（子ども福祉課） 

 

イについては、利用予定日や用途、

乗車区間を出納簿に記載する旨を室内

で周知を行った上で、庶務担当で確認

を行っています。 

また、ウについては、タクシーチケ

ットの交付の際に、決裁をとり出納簿

による所属長の許可を受ける必要があ

る旨を、室内で周知し、庶務担当で確

認を行いました。  （保育企画室） 

 

アについては、所属長より口頭で、

利用の際の手続きを周知し、適切な管

理を行うよう啓発しました。なお、所

在不明となっていたタクシーチケット

については、未使用の状態で保管され

ていたことが、令和 4年11月28日に発

覚しております。 

イについては記入例を作成し周知し

ました。 

エについては職員が長期間にわたっ

て保有し続けることのリスクや、そも

そもタクシーチケットの管理として不

適切であることを、所属長より口頭で
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

保有し続けることは、紛失につなが

り、不正利用されるリスクがあること

から、タクシーチケットの管理として

は不適切である。 

 子ども福祉課、保育企画室、保育運

営課、子ども未来企画室及び青少年家

庭課においては、タクシーチケットの

適正な管理を徹底されたい。 

 事務を所管する総務課においては、

タクシーチケットが所在不明となって

いた所属が複数あったことから、出納

簿による許可やタクシーチケットを利

用しなかった場合の速やかな返還など

利用手続について、各所属に対し指導

されたい。            （総務課） 

周知し、適切な管理を行うよう啓発し

ました。      （保育運営課） 

 

イについては、タクシーチケット利

用の申出があった際に、出納簿に必要

な記載事項の記載があるかを庶務担当

者が確認のうえ、払出の手続きを進め

るよう徹底しました。 

また、ウについては、タクシーチケ

ット利用の申出があった際に、庶務担

当者にて出納簿の記載内容を確認する 

とともに、室長及び係長に決裁を回し、

許可を受けるよう徹底しました。 

（子ども未来企画室） 

 

イについては、出納簿に記入例を記

載することで今後確実に実施するよう

仕組みを見直しました。（令和 5年 4

月 3日実施）     （青少年家庭課） 

 

 

75



令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

子ども青少年局（公の施設の指定管理者監査分） 

（令和 5年 8月31日現在の状況）   

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

2(1) 

 

名古屋市とだがわこどもランドの使用

料の減免について（収入事務）  

名古屋市とだがわこどもランド条例

及び名古屋市とだがわこどもランド条 

例施行細則（以下「条例等」という。）

によると、名古屋市とだがわこどもラ

ンド内の一部の施設について、児童の

健全な育成以外の目的で専用して使用

させるときは、指定管理者が、使用の

許可を行っている。また、使用者が目

的外使用の許可を受けた場合には、使

用料を納付しなければならないとされ

ているが、市長が特別な事由があると

認めたときは、その使用料を減免する

ことができるとされている。 

名古屋市とだがわこどもランドにお

ける施設の使用許可及び使用料の徴収

状況について調査したところ、目的外

使用を許可する場合に、条例等の規定

に加え、指定管理者の内規により、公

共団体や地域団体、障害者施設等が使

用する際にも、使用料の全額を減免す

る取扱いを行っていた。青少年家庭課

に確認したところ、この取扱いを承知

しているとのことであるが、そのこと

を証する書面は確認できず、明文化さ

れた規程等はなかった。この場合、指

定管理者が変更となった場合に、減免

に関する取扱いが引き継がれないおそ

れがある。 

（子ども青少年局関係分） 

青少年家庭課においては、使用料の

減免に関して規程等を整理し、その旨

を指定管理者へ通知されたい。                  

（青少年家庭課） 

  

 

 本件は、使用料の減免に係る取扱い

内容を規程により明文化する必要性に

ついて認識が不足していたことが原因

です。指摘後、「名古屋市とだがわこ

どもランド管理運営要綱」において使

用料の減免についての取扱いを明記し

て、令和 5年 4月 1日付で指定管理者

に通知しました。 （青少年家庭課） 

 

2(2) 

 

名古屋市児童館におけるボランティア

派遣について（支出事務） 

 

本件は、ボランティア派遣実施要綱

において定める派遣費用の積算及び提
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

本市では、市内の児童館や子ども会

等の主催する事業において、ボランテ

ィアの派遣を依頼する場合は、派遣費

用として 1人 1 日につき、 900円をボ

ランティアへ支給している。名古屋市

児童館におけるボランティア派遣実施

要綱によると、児童館事業のためにボ

ランティアの派遣を依頼するときは、

児童館長が、ボランティアサークル代

表者あてにボランティア派遣依頼書を 

送付し、また、派遣が終了したときは、

その代表者が、派遣の属する月の末日

までに、ボランティア派遣実施報告書

を児童館長に提出するものとされてい

る。 

なお、ボランティア派遣費用に係る

指定管理料は、概算払いとされ、毎年

度末に事業報告及び精算を行い、不用

額が生じた場合は本市に返納するもの

である。 

ボランティア派遣について調査した

ところ、以下のような事例が見受けら

れた。 

ア 児童館事業へのボランティア派遣

を依頼するときに、ボランティア

派遣依頼書を作成していなかった

もの 

（社会福祉法人名古屋市千種区社 

会福祉協議会【名古屋市千種児 

童館】） 

イ 児童館事業へのボランティア派遣

について、ボランティア派遣実施

報告書の提出を受けていなかった

もの 

（名東区社会福祉協議会・さくら 

コンソーシアム【名古屋市名東 

児童館】） 

ウ 派遣費用を過払いしていたもの 

（名東区社会福祉協議会・さくら 

コンソーシアム【名古屋市名東 

児童館】、たすけあい名古屋・ 

名古屋市天白区社会福祉協議会 

コンソーシアム【名古屋市天白 

児童館】） 

（指定管理者分） 

ボランティア派遣依頼書及び実施報

出書類作成の必要性に関する認識が不

十分であったことが原因です。 

社会福祉法人名古屋市千種区社会福

祉協議会及び名東区社会福祉協議会・

さくらコンソーシアムについては、

「名古屋市児童館におけるボランティ

ア派遣実施要綱」をもとに児童館事業

へのボランティア派遣を依頼するとき

の手順を確認し、派遣依頼書と実施報

告書の提出を徹底するように指導しま

した。 

また、過払いとなっていた派遣費用

については、名東区社会福祉協議会・

さくらコンソーシアムは令和 5年 3月

27日に、たすけあい名古屋・名古屋市

天白区社会福祉協議会コンソーシアム

については令和 5年 4月 3日にそれぞ

れ本市へ返還済です。 

また、令和 5年 2月の児童館長会に

おいて「名古屋市児童館におけるボラ

ンティア派遣実施要綱」の内容につい

て確認し、必要書類の提出等の正しい

手順での手続きの徹底について周知を

実施しました。   （青少年家庭課） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

告書は、派遣費用を支給する上で、支

出の証拠書類として大変重要な資料で

ある。 

社会福祉法人名古屋市千種区社会福

祉協議会においては、ボランティア派

遣依頼書の作成を、また、名東区社会

福祉協議会・さくらコンソーシアムに

おいては、ボランティア派遣実施報告

書の収受を徹底されたい。 

名東区社会福祉協議会・さくらコン

ソーシアム及びたすけあい名古屋・名

古屋市天白区社会福祉協議会コンソー

シアムにおいては、過払いとなってい

る派遣費用について、ボランティアに

返還を求め、概算払いで精算を行った

指定管理料について本市に返納された

い。 

 

 

2(3) 

ア 

 

貸付備品の管理について（財産管理事

務） 

ア 貸付備品の使用状況の検査につい

て 

名古屋市会計規則等によると、物品

管理者は、使用中の備品（閲覧用の図

書を除く。）については、財務会計総

合システム上の備品台帳に登録し常に

使用状況を明らかにすることとされて

いる。  

本市は施設の管理業務の遂行に必要

な備品を指定管理者に無償で貸し付け

ており、貸付備品の管理に関する事務

取扱要項（以下「貸付備品要項」とい

う。）によると、指定管理者は、貸付

備品の使用状況について毎年 1回検査

を行い、その結果を本市に報告するこ

ととされている。また、指定管理者が

不用備品を廃棄するときは、写真その

他の証拠を添えた証明書を提出させる

こと等により、廃棄したことを確認す

ることとされている。 

貸付備品の管理状況について調査し

たところ、すべての監査対象施設にお

いて、使用状況についての毎年 1回の

検査が徹底されておらず、一部の監査

対象施設において、備品小票の未貼付

 

本件は、「貸付備品の管理に関する

事務取扱要項」に基づく貸付備品の管

理業務の認識が不十分であったことが

原因です。 

各指定管理者における不適切な事例

については是正したことを確認し、名

東区社会福祉協議会・さくらコンソー

シアムにおいては、令和 5年 3月10日

に廃棄証明書の提出を受けました。 

また、令和 5年 2月の児童館長会に

おいて毎年 1回の「物品の出納」の実

施と廃棄証明書及び証拠書類の提出に

ついて周知を徹底しました。また、備

品管理については出納確認の時期及び

回数について備品の帰属にかかる各種

通知とともに各館に周知を実施しまし

た。         （青少年家庭課） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

や備品台帳への登録誤りなど備品の管

理が不適切な事例が散見された。 

また、名古屋市名東児童館において

は、令和 3年度に廃棄した不用備品に

ついて、青少年家庭課に証明書の提出

等を行っていなかった。 

（指定管理者分） 

各指定管理者においては、不適切な

事例について是正するとともに、貸付

備品要項に定める貸付備品の使用状況

についての毎年 1回の検査を徹底され

たい。また、名東区社会福祉協議会・

さくらコンソーシアムにおいては、不

用備品を廃棄する際は、青少年家庭課

に証明書を提出するなど適正な手続を

行われたい。 

（社会福祉法人名古屋市千種区社会 

福祉協議会【名古屋市千種児童 

館】、こころん・ふりあんコンソ 

ーシアム【名古屋市白金児童館】、

名東区社会福祉協議会・さくらコ 

ンソーシアム【名古屋市名東児童 

館】、たすけあい名古屋・名古屋 

市天白区社会福祉協議会コンソー 

シアム【名古屋市天白児童館】、 

社会福祉法人名古屋市社会福祉協 

議会【名古屋市とだがわこどもラ 

ンド】） 

（子ども青少年局関係分） 

青少年家庭課においては、不適切な

事例について是正するとともに、貸付

備品の使用状況についての毎年 1回の

検査及びその結果報告に関して、指定 

管理者への指導を徹底されたい。また、

指定管理者が廃棄を行った不用備品に 

ついては、証明書の提出を求めるなど、

廃棄したことの確認を確実に行われた

い。         （青少年家庭課） 

 

 

2(3) 

イ 

 

イ 指定管理者が購入した備品の帰属

について 

指定管理者制度の運用に関する指針

によると、市と指定管理者が締結する

基本協定書には、指定管理者が購入し

た備品の帰属、備品の撤去・撤収のた

 

 本件は、指定管理者が指定管理期間

に購入した備品の帰属についての認識

が不十分であったことが原因です。 

そのため、指定管理期間に購入した

備品の取り扱いについての手順を作成

および通知することで各館への周知を
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めの費用分担その他備品に関してあら

かじめ定めておく必要がある事項の取

扱いを明記することとされている。  

各児童館の管理業務に関する基本協

定書及び仕様書並びに名古屋市とだが

わこどもランドの管理業務に関する基

本協定書及び仕様書には、指定管理者

が購入した備品の帰属について、現に

ある備品に代えて購入する場合は、現

にある備品を廃棄すると同時に購入し

た備品を本市に寄附するものとし、そ

れ以外の場合は、指定期間終了時に指

定管理者が引き取るか、本市に寄附す

るかを協議すると定められている。  

指定管理者が購入した備品の帰属の

認識について調査したところ、一部の

指定管理者において、「現にある備品

に代えて購入する場合」以外の場合に

ついて、購入の時点で本市に帰属する

ものと認識していた。また、青少年家

庭課においては、協定書及び仕様書ど

おりの認識でいたが、指定管理者が指

定期間中に購入した備品について把握

を行っていないことから、指定期間終

了時に備品の帰属について協議するこ

とが困難な状態となっていた。  

（子ども青少年局関係分） 

青少年家庭課においては、指定管理

者と備品の帰属に関する認識を再確認

し、実情に応じて規程を見直すなど、

備品の適切な管理を徹底されたい。 

                （青少年家庭課） 

 

徹底するとともに、「指定管理者帰属

備品一覧」を各館で作成することで指

定管理期間終了時に協議が必要な備品

の一覧を整理できる状態に整備しまし

た。       （青少年家庭課） 

 

2(4) 

 

事業報告書の作成について（その他事

務） 

各児童館の管理業務に関する基本協

定書及び仕様書並びに名古屋市とだが

わこどもランドの管理業務に関する基 

本協定書及び仕様書（以下「協定書等」

という。）によると、指定管理者は、

毎年度の終了後に、業務の実施状況や

経費の収支状況等を記載した事業報告

書及び収支報告書を本市に提出するこ

ととされている。 

事業報告書等について調査したとこ

 

本件は、事業報告書の作成にかかる

提出前の確認が不十分であったことが

原因です。 

 社会福祉法人名古屋市千種区社会福

祉協議会及び社会福祉法人名古屋市社

会福祉協議会においては、誤りが判明

後速やかに事業報告書を修正し、本市

に提出を受けました。特に社会福祉法

人名古屋市千種区社会福祉協議会にお

いては、本市へ提出前に複数名でのチ

ェックを実施する等正確な書類作成に

努めることとしました。 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

ろ、収支報告書の金額を誤って計上し

ている事例が複数の監査対象施設で見

受けられた。 

特に、名古屋市千種児童館において

は、指定管理者が本市から受託してい

る別事業の収入や経費を計上している

ものなど、収入及び支出の執行額につ

いて多数の誤りが判明し、その結果、

収支状況について、約 450万円の赤字

と報告していたが、正しくは約 200万

円の黒字であった。 

事業報告書は、施設の管理運営経費 

等を把握するための重要な書類であり、

今後の指定管理者を選定する際の指

定管理料を算出するための根拠資料と

しても不可欠であることから、正確に

作成される必要がある。 

（指定管理者分） 

社会福祉法人名古屋市千種区社会福

祉協議会及び社会福祉法人名古屋市社

会福祉協議会においては、令和 3年度

の事業報告書を修正するとともに、今

後の事業報告書の作成にあたっては、

協定書等に従い適正に作成されたい。

特に、社会福祉法人名古屋市千種区社

会福祉協議会においては、事業報告書

の重要性を認識し、組織におけるチェ

ック体制の強化を図られたい。 

（社会福祉法人名古屋市千種区社会

福祉協議会【名古屋市千種児童

館】、社会福祉法人名古屋市社会

福祉協議会【名古屋市とだがわこ

どもランド】） 

（子ども青少年局関係分） 

青少年家庭課においては、事業報告

書の内容を精査するとともに、指定管

理者に対し正確な事業報告書の作成に

ついて指導されたい。 

                （青少年家庭課） 

 

また、令和 5年 2月の児童館長会に

おいて正しい報告書の作成について指

導を徹底するとともに、令和 4年度の

事業報告書提出後、市の支払状況と突

き合わせての確認を徹底し、疑義があ

ったものについては即座に各館に確認

を実施しました。 （青少年家庭課） 

 

2(5) 

ア 

 

施設の安全管理について（その他事務）

ア ボランティア室の管理について                        

市内の児童館においては、児童館事

業や子ども会等の地域活動に協力する

子ども会ボランティアのために、敷地

 

（監査期間中に措置済） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

内に専用のボランティア室を確保し、

子ども会ボランティアが自由に出入り

できる取扱いとされている。また、児

童館は、ボランティア室の適切な使用

につき必要な指導を行うこととされて

いる。 

ボランティア室について調査したと 

ころ、名古屋市天白児童館においては、

ボランティア活動などで使用する物品

等が乱雑に置かれており、防火上及び

衛生上、不適切な状況であった。 

（指定管理者分） 

たすけあい名古屋・名古屋市天白区

社会福祉協議会コンソーシアムにおい

ては、ボランティア室の適切な使用に

ついて、他の児童館設備と同様に、安

全・衛生管理の観点から、子ども会ボ

ランティアとの連携を密にし、必要な

指導を行われたい。 

（たすけあい名古屋・名古屋市天白

区社会福祉協議会コンソーシアム

【名古屋市天白児童館】） 

なお、青少年家庭課においては、指

定管理者が、子ども会ボランティアに

対して、必要な指導を行い、適切な管

理状況となったことを確認しており、

必要な措置が講じられた。 

 

 

2(5) 

イ 

 

イ 施設避難口の管理について 

火災予防条例によると、児童館の避 

難口その他避難のために使用する戸は、

非常時に自動的に解錠できる機能を有

する場合等を除き、開館時間内は施錠

しないこととされている。 

施設避難口について調査したところ、

名古屋市天白児童館においては、非常

階段の戸が外側から南京錠で施錠され

ており、非常時に自動解錠される機能

等も設けられていなかった。また、こ

の状況について青少年家庭課は把握し

ていなかった。 

（指定管理者分） 

たすけあい名古屋・名古屋市天白区

社会福祉協議会コンソーシアムにおい

ては、非常時には利用者などを安全、

 

本件は、避難のために使用する戸の

適切な取扱いに対する認識が不十分で

あったことが原因です。 

たすけあい名古屋・名古屋市天白区

社会福祉協議会コンソーシアムについ

ては、非常扉の取替工事を令和 5年 3

月に実施し、開館時間内は解錠するよ

うに改善を実施しました。 

また、他の指定管理者に対しては、

令和 5年 8月 2日までに各館への現地

確認を実施した上で、開館時間内は施

錠しないことについて指導を実施しま

した。      （青少年家庭課） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

迅速に屋外へ避難させるために、その

経路を確保することが極めて重要な役

割を果たすことから、青少年家庭課と

協議の上、開館時間内は避難口を解錠

する等、適切な状態になるよう速やか

に対応されたい。 

（たすけあい名古屋・名古屋市天白

区社会福祉協議会コンソーシアム

【名古屋市天白児童館】） 

（子ども青少年局関係分） 

青少年家庭課においては、名古屋市

天白児童館を含め他の児童館の避難経

路の状況を把握し、必要に応じ適切に

指導されたい。  （青少年家庭課） 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

区役所（千種区、東区、北区、西区、中村区、中区、昭和区、瑞穂区、熱田区、

中川区、港区、南区、守山区、緑区、名東区及び天白区）・スポーツ市民局・健康

福祉局 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(1) 

 

身元明確なるも引取者のない遺体に係

る遺留金の管理について（行政運営事

務） 

墓地、埋葬等に関する法律（昭和23 

年法律第48号）（以下「墓地埋葬法」 

という。）によると、身元明確なるも 

引取者のない遺体（以下「引取者のな 

い遺体」という。）が発生したときは、

死亡地の市町村長が埋葬又は火葬を行 

うこととされ、遺留金品については市 

町村が保管することとされている。 

墓地埋葬法に定める遺留金品を確認 

し保管する場合には、区総務課は、 

「身元明確なるも引取者のない遺体事

務処理の手引き」（以下「手引き」と

いう。）に基づき、確認した遺留金品

の内容等を記載した遺留金品引継書、

現場確認書等（以下「引継書等」とい

う。）を証拠書類として残し、このう

ち遺留金については、歳入歳出外現金

として受け入れ、相続人に引き継ぐ場

合や葬儀費用の支払いに充当する場合

等に歳入歳出外現金から払い出すこと

とされている。 

遺留金の管理状況について調査した

ところ、以下のような事例が見受けら

れた。  

ア 平成26年度に発生した引取者のな 

い遺体について、当時作成された引 

継書等によると 2円の遺留金がある 

が、歳入歳出外現金として受け入れ 

られた形跡がなく、所在不明となっ 

ているとのことであった。  

（東区総務課）  

イ 相続人に引き継ぐこととなった遺 

留金 191円について、令和 4年 4月 

に相続人から請求書の提出を受けた 

 

（監査期間中に措置済） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

ものの、払出の処理がされずに歳入 

歳出外現金に残っていた。 

（中村区総務課） 

ウ 平成26年度に葬儀を執行し、遺留 

金と市費で葬儀費用を支払った引取 

者のない遺体について、本来市費に 

優先して葬儀費用に充当されるべき 

であった遺留金の一部である 886円 

が処理されずに歳入歳出外現金に残 

っていた。   （名東区総務課） 

東区総務課においては、所在不明の

遺留金について調査を行うとともに、

遺留金の管理を厳正に行われたい。中

村区及び名東区総務課においては、処

理されずに残っている遺留金について

速やかに処理を行われたい。 

なお、これらの遺留金について、東

区総務課においては調査の結果所在が

確認できなかったため職員による補填

が行われ、中村区総務課においては相

続人へ払い出す処理が行われ、また、

名東区総務課においては本市の歳入に

振り替える処理が行われたことで、必

要な措置が講じられた。 

 

 

2(1) 

 

生活保護に係る預り金の管理について

（行政運営事務） 

区民生子ども課では、生活保護費の

返還金、徴収金及び戻入金（以下「返

還金等」という。）について社会福祉

事務所長（区長）が必要と認めた場合

には、納入通知書の交付手続が完了す

るまでの間、生活保護受給者等から一

時的に現金を預かることがある。この

預り金の取扱いについては、各区で定

める生活保護費等預り金管理規程（以

下「預り金管理規程」という。）によ

ると、預かった現金は預り金保管台帳

に記入し、その後の保管や払出等の管

理を行うとともに、 3日以内に事務手 

続を完了する見込みがある場合を除き、

統括管理者（民生子ども課長）名義の

預金口座に一旦預け入れ、原則、保管

してから概ね 1週間以内に返還処理等

の事務手続を完了することとされてい

 

ア 本件は、生活保護費等預り金管理 

 規程の理解が不十分であったこと及

び預り金を現金で保管することのリ

スクに対する認識が不十分であった

ことが原因です。 

今回の指摘を受け、令和 5年 1月

19日及び 3月20日の保護係会にて、

生活保護費等預り金管理規程に基づ

いた預り金の適正な取扱いについて

周知徹底しました。 

さらに、令和 5年 4月18日の保護

係会で預り金の適正な管理について

異動者等に対しても同様の周知を図

りました。 

加えて、預り金が発生した場合、

事務取扱者は事務責任者の立ち合い

のもと、統括管理者、出納責任者又

は出納取扱者に預り金を引き渡すこ

ととし、引き渡しと同時に預り金保 

管台帳を決裁するよう徹底しました。
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

る。 

また、預り金の保管状況について、

出納責任者（民生子ども係長）及び事

務責任者（保護係長、主査）は、毎月   

1回以上、定期的に預り金保管台帳、

金庫内の現金及び預金口座の通帳に関

し査閲を行い、預り金保管一覧により

統括管理者に報告を行うとともに、毎

年度 9月及び 3月には、統括管理者も

金庫内の現金の確認や関係書類の照合

を行うこととされている。 

預り金の管理状況について調査した

ところ、以下のような事例が見受けら

れた。 

ア 生活保護費の返還金等の一部とし 

 て令和 2年12月に預かった現金

3,000円について、令和 3年 9月の 

所属内での金庫の点検により発見さ 

れるまで、統括管理者名義の預金口 

座への預入れを行っておらず、現金 

のまま保管していた。また、令和 4 

年10月に返還処理の事務手続が完了 

するまで、預り金保管台帳を作成し 

ていなかった。  

（中川区民生子ども課） 

イ 保管しているにもかかわらず預り 

金保管一覧に記載がない現金があり、

預り金保管状況の査閲が適正に行わ 

れていなかった。さらに、中川区民 

生子ども課においては、毎年度 9月 

及び 3月の統括管理者による金庫内 

の現金の確認や関係書類の照合につ 

いても実施していないとのことであ 

った。       

（東区民生子ども課、中区民生子 

ども課、中川区民生子ども課） 

ウ 生活保護費の返還金等として預か

った現金について、本市への返還処

理が行われるまで数か月以上の時間

を要している事例が複数見受けられ

た。いずれも既に返還処理は完了し

ているものの、処理が完了するまで

最も長いもので約 1年 5か月が経過

している事例もあった。   

（天白区民生子ども課） 

東区、中区及び中川区民生子ども 

（中川区民生子ども課） 

 

イ 本件は、預り金管理規程に定めら

れた通り、預り金保管台帳及び預金

口座の通帳の査閲を行いましたが、

その際、未処理の預り金があること

を見落としたことが原因です。 

今回の指摘を受け、預り金保管台

帳に記載の現金及び処理状況と、預

り金保管一覧の記載に齟齬や漏れが

ないか再確認を行いました。 

今後も毎月同様に処理状況を確認

するとともに、預り金保管状況の査

閲を適正に行ってまいります。 

       （東区民生子ども課） 

 

  本件は、担当者が繁忙のため預り 

金保管台帳への記載を先送りにした 

こと及び査閲時の点検が不十分であ 

ったことが原因です。 

  今回の指摘を受け、再度預り金管 

理規程の遵守を朝礼を活用し周知い 

たしました。 

今後も預り金管理規程の遵守、未 

処理案件の把握や査閲時の点検を徹 

底してまいります。 

（中区民生子ども課） 

 

本件は、生活保護費等預り金管理

規程の理解が不十分であったこと及

び預り金の管理意識の欠如により預

り金保管状況の査閲が形骸化してい

たことが原因です。 

今回の指摘を受け、すみやかに統

括管理者による金庫内の現金確認及

び関係書類の照合を行いました。 

また、令和 5年度からは本規程に

定められている査閲のほか、統括管

理者が毎月金庫内の現金保管状況と

関係書類の照合を行うこととしまし

た。 

今後も預り金の管理について、適

正な執行を徹底してまいります。 

      （中川区民生子ども課） 

 

ウ 本件は、預り金管理規程の認識が
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

課においては、預り金管理規程に基 

づき、預り金の管理を厳正に行われ 

たい。  

とりわけ、中川区民生子ども課に 

おいては、預り金は組織として管理 

するものであるということを十分に 

認識した上で、現金を預かった際に 

は、速やかに預り金保管台帳に記入 

し、統括管理者名義の預金口座への 

預入れを行うとともに、預り金の保 

管状況に係る査閲を確実に行われた 

い。 

また、天白区民生子ども課におい 

ては、預り金を速やかに処理するよ 

う徹底されたい。 

 

不十分であったことが原因です。 

今回の指摘を受け、令和 5年 2月

9日の係会において、預り金管理規 

程に従い、預り金を速やかに処理す

るよう周知しました。また、預り金

保管（未処理）一覧が供覧される際

に、預り金発生日から日数が経過し

ている事案について、査察指導員か

ら地区担当員に進捗状況を確認する

ことで、処理の遅延を防止すること

としました。 

今後も本指摘事項に係る原因と対

策について確実に引き継いでまいり

ます。  （天白区民生子ども課） 

 

3(1) 

 

生活保護に係る遺留金品の管理につい

て（行政運営事務） 

区民生子ども課及び支所区民福祉課 

では、生活保護法（昭和25年法律第 

144号）に定める遺留金品を確認し管 

理を開始する場合には、生活保護法第 

76条による遺留金品取扱規程（以下

「遺留金品取扱規程」という。）に基 

づき、確認した遺留金品の内容等を記

載した現場確認書及び遺留金品確認書

等（以下「現場確認書等」という。）

を証拠書類として作成するとともに、

生活保護受給者ごとに作成する遺留金

品整理簿に、現場確認書等の写しを添

付して民生子ども課長又は区民福祉課 

長（以下「民生子ども課長等」とい 

う。）までの決裁をとり、以後処理経

過を記載することとされている。 

遺留金を保管する場合には、歳入歳

出外現金として受け入れることが原則

であるが、その処分に当たって相続人

等の調査を行う必要がない時には歳入

歳出外現金によらずに保管することが

でき、この場合は、 3日以内に事務手

続を完了する見込みがなければ保管用

に設けた金融機関の預金口座に預け入

れることとされている。  

また、遺留金品の保管状況について、

民生子ども係長又は保護・子ども係長 

 

ア 本件は、遺留金品の引継ぎを受け

た際、担当者が現場確認書等を作成 

することを失念したことが原因です。

   今回の指摘を受け、事実経過を確

認のうえ該当ケースの現場確認書等

を作成し、親族に送りました。 

また、令和 5年 1月19日及び 3月 

20日の保護係会において、生活保護 

法第76条による遺留金品取扱規程に 

基づいた遺留金品の適正な管理につ 

いて周知し、令和 5年 3月23日には 

遺留金品をテーマとした勉強会を実 

施しました。 

さらに、令和 5年 4月18日の保護

係会で、遺留金品の適正な管理につ

いて異動者等に対しても周知徹底し

ました。 

加えて、「遺留金品チェックシー

ト」を作成し、多岐に渡る遺留金品

の処理について進捗を管理できるよ

うにしました。 

      （中川区民生子ども課） 

 

本件は、遺留金品取扱規程の認識

が不十分であったことが原因です。 

  今回の指摘を受け、令和 5年 2月

に遺留金品確認書を作成しました。

また、令和 5年 2月 9日の係会にお

いて、遺族から遺留金品の引継ぎを
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

は、毎月 1回以上、定期的に遺留金品

整理簿、金庫内の現金、預金口座の通

帳及び遺留品に関し査閲を行い、遺留

金品保管一覧により民生子ども課長等

に報告を行うとともに、毎年度 9月及

び 3月には、民生子ども課長等も、金

庫内の現金の確認や関係書類の照合を

行うこととされている。  

遺留金品の管理状況について調査し

たところ、以下のような事例が見受け

られた。 

ア 現場確認書等が適正に作成されて 

いないもの 

親族から遺留金品の引継ぎを受け

た際に、現場確認書等を作成してい

ないものが見受けられた。 

（中川区民生子ども課、天白区民 

生子ども課） 

イ 遺留金品整理簿が適正に作成され 

ていないもの 

(ｱ) 遺留金品整理簿を遺留金品の管 

理を行うこととなった際に作成せ 

ず、一連の処理が完結した後に作 

成しているものが多数見受けられ 

た。    （中川区民生子ども課） 

(ｲ) 遺留金を処理したにもかかわら 

ず、遺留金品整理簿への処理経過 

の記載及び民生子ども課長までの 

決裁が行われていないものが見受 

けられた。 

（西区民生子ども課、中川区民 

生子ども課、南区民生子ども 

課、緑区民生子ども課） 

(ｳ) 遺留金品の処理が完結した生活 

保護受給者について、新たに遺留 

金があることが判明したにもかか 

わらず、当該遺留金について遺留 

金品整理簿を作成していないもの 

があった。 

（中川区民生子ども課） 

ウ 遺留金の歳入歳出外現金への受入 

等が適正に行われていないもの 

   3日以内に事務手続を完了する見 

込みがないにもかかわらず、速やか 

に歳入歳出外現金への受入又は金融 

機関の預金口座への預入れを行って 

受けた際には、遺留金品確認書を作

成し、遺留金品整理簿に添付するよ

う改めて周知しました。さらに、査

察指導員が遺留金品整理簿の決裁を

受ける際に、添付が漏れていないか

より慎重に点検するようにしまし

た。 

  今後も本指摘事項に係る原因と対

策について確実に引き継いでまいり

ます。  （天白区民生子ども課） 

 

イ(ｱ) 本件は、遺留金品整理簿を作成

する趣旨を正しく理解していなか

ったことが原因です。 

今回の指摘を受け、遺留金品を 

受け取った場合は、民生子ども課 

長又は民生子ども係長若しくは民 

生子ども係経理担当立ち会いのも 

と、遺留金品、現場確認書等関係 

書類及び遺留金品整理簿の突合を 

行い、同時に民生子ども課長の決 

裁を受けることとしました。 

   遺留金品整理簿は、遺留金品の 

  処理完了後の査閲が終了するまで、

民生子ども係にて管理し、担当者 

は遺留金品の処理を行う都度、整 

理簿に処理経過を記載し、決裁す 

ることとしました。 

また、令和 5年 1月19日及び 3 

月20日の保護係会において、生活 

保護法第76条による遺留金品取扱 

規程に基づいた遺留金品の適正な 

管理について周知し、令和 5年 3 

月23日には遺留金品をテーマとし 

た勉強会を実施しました。 

さらに、令和 5年 4月18日の保 

護係会で、遺留金品の適正な管理 

について異動者等に対しても周知 

徹底しました。 

 （中川区民生子ども課） 

 

(ｲ) 本件は、一部の地区担当員にお 

いて、遺留金品取扱規程の理解が 

不足していたこと及び査察指導員 

等による進行管理が不十分であっ 

たことが原因です。 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

いない遺留金が多数見受けられ、こ 

の中には約 110万円が約 1か月の間 

現金で保管されていたものもあった。

       （西区民生子ども課） 

エ 遺留金品の保管状況の査閲が適正 

に行われていないもの 

(ｱ) 金庫や預金口座で保管している 

遺留金について、遺留金品保管一 

覧（注）に記載がないなど、監査の 

中で確認した遺留金品保管一覧に 

ついて全ての月で誤りが見受けら 

れ、遺留金品の保管状況の査閲が 

適正に行われていなかった。また、

毎年度 9月及び 3月の民生子ども 

課長による金庫内の現金の確認や 

関係書類の照合も実施していない 

とのことであった。 

（中川区民生子ども課） 
  （注）遺留金品保管一覧は令和 4年 4 

月 1日の遺留金品取扱規程の改正 

で設けられた様式であり、令和 3 

年度については、預り金保管一覧 

の様式を用いていた。  

(ｲ) 金庫で保管している遺留金につ 

いて、遺留金品保管一覧に記載が 

ないものがあり、査閲が適正に行 

われていなかった。  

（瑞穂区民生子ども課、志段味 

支所区民福祉課） 

(ｳ) 令和 4年度から遺留金に加えて 

遺留品が査閲の対象に加わったが、

遺留品の査閲を行っていなかった。

 （瑞穂区民生子ども課） 

オ 遺留金が一時的に把握されていな 

かったもの 

遺留金品を担当者が受け取った後、

遺留金品整理簿を速やかに作成せず、

鍵付きの書庫に保管するなどしてい 

たため、 1か月程度組織としての把 

握がされていない遺留金があった。 

そのため、遺留金の歳入歳出外現金 

への受入等も速やかに行われず、遺 

留金品の保管状況の査閲の対象から 

も漏れていた。 

（中区民生子ども課、昭和区民生 

子ども課） 

今回の指摘を受け、すみやかに 

該当ケースの遺留金品整理簿を作 

成するとともに、令和 5年 1月19 

日及び 5月19日に開催した係会で、

あらためて遺留金品取扱規程の確 

認を行いました。また、同年 8月 

25日に開催した山田支所との合同 

係会において、過去の本市におけ 

る不祥事等を振り返る研修を行い、

公金を取り扱う職員としての倫理 

意識やモラルの向上に努めました。

さらに、令和 5年 9月19日に開催 

する係会においても、あらためて 

遺留金品取扱規程の順守について 

周知し徹底を図ります。 

査察指導員等においても、葬祭 

費の支払い決裁時に遺留金品整理 

簿への処理経過の記載について確 

認を行い、組織的に記載・決裁漏 

れの防止に取り組んでいます。 

（西区民生子ども課） 

 

本件は遺留金品整理簿を作成す 

  る趣旨を正しく理解していなかっ 

たことが原因です。 

今回の指摘を受け、すみやかに 

該当ケースの遺留金整理簿を作成 

しました。 

また、遺留金品を収受したら、 

速やかに民生子ども課長又は民生 

子ども係長若しくは民生子ども係 

経理担当立ち会いのもと、遺留金 

品、現場確認書等関係書類及び遺 

留金品整理簿の突合を行い、同時 

に民生子ども課長の決裁を受ける 

こととしました。 

加えて、令和 5年 1月19日及び 

3月20日の保護係会において、生 

活保護法第76条による遺留金品取 

扱規程に基づいた遺留金品の適正 

な管理について周知し、令和 5年  

3月23日には遺留金品をテーマと 

した勉強会を実施しました。 

さらに、令和 5年 4月18日の保 

  護係会で、遺留金品の適正な管理 

について異動者等に対しても周知 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

各所属においては、遺留金品は組織

として管理するものであることを十分

に認識した上で、遺留金品整理簿を適

正に作成するとともに、遺留金の歳入 

歳出外現金への受入等を速やかに行い、

遺留金品の保管状況の査閲を確実に行

うなど、遺留金品取扱規程に基づく遺 

留金品の管理を厳正に行われたい。 

徹底しました。  

（中川区民生子ども課） 

 

本件は、遺留金品取扱規程の理 

解が不足していたことが原因です。

   今回の指摘を受け、速やかに該 

当ケースの遺留金品整理簿を適正 

に処理するとともに、令和 5年 4 

月25日の係会にて遺留金の処理に 

ついて周知徹底しました。また処 

理が完了した現場確認書等と処理 

未完了の現場確認書等を分けてフ 

ァイルに保管することとし、月に 

一度遺留金未処理一覧と突合する 

ようにしました。 

今後も規定等に従い生活保護に 

係る遺留金品の適切な管理をして 

まいります。 

（南区民生子ども課） 

 

遺留金の処理経過の記載及び決 

裁漏れについては、葬儀会社より 

領収書を受け取った保護係のケー 

スワーカーが遺留金品整理簿へ記 

載することを失念していたことと 

遺留金品の未完了分の管理につい 

て状況の確認のルールが定められ 

ていなかったことが原因と考えら 

れます。ルールが定められていな 

かったことにより、処理が済んで 

いたのにも関わらず、記載漏れが 

あることを見落としていました。 

 今回の指摘を受け、すみやかに 

該当ケースの遺留金整理簿へ記載 

し、決裁をとりました。 

加えて、「令和 4年度区役所監 

査（遺留金）について」を保護係 

宛てに供覧・令和 5年 1月の保護 

係会にて周知するとともに、遺留 

金品整理簿を「完了」「未完了」 

ごとに分けた上で、「未完了」の 

ものを査察指導員・経理担当によ 

り状況の確認をすることとルール 

を定めました。 

今後もルールをもとに、課内の 

査察指導員・経理担当が、定期的 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

に「未完了」分の状況を確認し、 

保護係のケースワーカーに対し、 

確実に処理するように指導してい 

きます。 （緑区民生子ども課） 

 

(ｳ) 本件は、遺留金品の処理が完結 

した後、新たに遺留金品があるこ 

とが判明した際、遺留金品整理簿 

を作成することを失念したことが 

原因です。 

今回の指摘を受け、すみやかに 

該当ケースの遺留金品整理簿を作 

成しました。 

また、令和 5年 1月19日及び 3 

月20日の保護係会において、生活 

保護法第76条による遺留金品取扱 

規程に基づいた遺留金品の適正な 

管理について周知し、令和 5年 3 

月23日には遺留金品をテーマとし 

た勉強会を実施しました。 

さらに、令和 5年 4月18日の保 

護係会で、遺留金品の適正な管理 

について異動者等に対しても周知 

徹底しました。 

今後は、適正な遺留金品事務の 

執行が行われるよう管理を徹底し 

ていきます。 

  （中川区民生子ども課） 

 

ウ 本件は、 3日以内に事務手続きを

完了する見込みについての確認が徹 

底できていなかったことが原因です。

 今回の指摘を受けて以降は、遺留 

金が発生した場合は、すべて歳入歳 

出外現金への受入手続きを行うこと 

としており、係会等で周知しました。

今後も引き続き、遺留金が発生し

た場合はすべて歳入歳出外現金への

受入手続きをするよう徹底してまい

ります。  （西区民生子ども課） 

 

エ(ｱ) 本件については、遺留金品の管 

理意識の欠如により、遺留金品保 

管一覧の査閲が形骸化していたこ 

とが原因です。 

今回の指摘を受け、すみやかに 
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民生子ども課長による金庫内の現 

金確認及び遺留金品整理簿等関係 

書類の照合を行いました。 

また、令和 5年度から遺留金の 

預金口座での管理は原則行わず、 

歳入歳出外現金として管理するこ 

ととし、遺留金品保管一覧の査閲 

時には歳入歳出外現金の入出金履 

歴を利用した突合を行うこととし 

ました。 

さらに、令和 5年度からは本規 

程に定められている査閲のほか、 

民生子ども課長が毎月金庫内の現 

金保管状況と関係書類の照合を行 

うこととしました。 

令和 5年 5月17日には、民生子 

ども課長、民生子ども係長、民生 

子ども係経理担当、保護係長、主 

査（生活保護）による遺留金取扱 

検討会議を実施し、遺留金の適正 

な取り扱いについて再確認しまし 

た。 

加えて、保護係の地区担当員の 

中から、 3人の遺留金品事務取扱 

サポーターを置き、組織としての 

体制強化を図りました。 

今後も、遺留金品の適正な管理 

を徹底してまいります。 

 （中川区民生子ども課） 

 

(ｲ) 本件は、遺留金の管理について 

十分に理解できていなかったこと 

が原因です。 

   今回の指摘を受け、預り金保管 

一覧を遺留金保管一覧と分別し、 

各項目別の管理体制としました。 

また、上記とは別に遺留金品保管 

一覧でも管理するとともに、毎月 

月初に前月末時点の状況を民生子 

ども課長まで査閲を適正に行うこ 

ととしました。 

今後も遺留金保管一覧と遺留金 

品保管一覧による相互管理を徹底 

してまいります。 

（瑞穂区民生子ども課） 
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  本件は、令和 4年 6月に保管開 

始した遺留金について 7月の査閲 

時に、対象者の遺留金整理簿を見 

落としたことが原因です。 

 今回の指摘を受け、遺留金の発 

生の都度、保護・子ども係長が一 

覧作成者に記入を指示し、また査 

閲については区民福祉課長の管理 

の下で、漏れや遅滞が無いよう、 

確実に進めてまいります。 

     （志段味支所区民福祉課） 

 

(ｳ) 本件は、令和 4年 4月の規程改 

正により新たに様式が定められた 

ことを把握していなかったことが 

原因です。 

遺留品の処理状況について、従 

来当課においては、死亡者毎に現 

場確認日、遺留金品の有無、親族 

との連絡状況等を表計算ソフトに 

より一覧化したものによって保護 

係長が進捗管理していました。 

今回の指摘を受け、上記の一覧 

表による管理も引き続き行い、遺 

留金品取扱規程に定める様式「遺 

留金品保管（未処理）一覧」を用 

いて、毎月月初に前月末時点の状 

況を民生子ども課長まで査閲を行 

っております。    

（瑞穂区民生子ども課） 

 

オ 本件は、担当者が繁忙のため遺留 

金品整理簿の作成を先送りにし、そ 

の後当該案件を失念したこと及び遺 

留金を所定とは異なる場所に保管し 

ていたことが原因です。 

今回の指摘を受け、遺留金品発生 

時の事務手続きを速やかに行うこと、

遺留金の保管は所定の金庫にて行う 

ことを朝礼を活用し周知徹底いたし 

ました。 

今後も適正な管理に努めてまいり 

ます。   （中区民生子ども課） 
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本件は、職員の傷病のため、遺留

金品整理簿を速やかに作成する正規

の手続きが行われていなかったこと

が原因です。 

今回の指摘を受け、現在は、事前 

に現場確認を行う担当職員、同行職 

員を査察指導員が承認することで、 

どの職員が携わっているかを把握、 

また現場確認を行った職員が遺留金 

品及び現場確認書を査察指導員に引 

き渡し遺留金品整理簿を民生子ども 

課長まで決裁を取ることで、進行状 

況を複数名で把握し、遅れがないよ 

うに行っています。 

令和 4年12月13日実施の係会にお 

いても、遺留金品取扱の手引を使用 

し、遺留品整理簿を速やかに作成す 

る等手引に沿った処理、遺留金品の 

取扱い手順について、必ず行うよう 

改めて周知徹底しました。また、傷 

病により休職中の 2名を除く係会欠 

席者 1名に対して、後日出勤した際 

に、個別に係会と同様の内容を説明 

し周知徹底しました。 

今後も遺留金品の取扱いについて、

定期的に係会にて周知、確認を行い、

適正化を図ってまいります。 

（昭和区民生子ども課） 

 

 

3(3) 

 

生活保護に係る葬祭費用の葬祭事業者

への支払について（支出事務） 

区民生子ども課及び支所区民福祉課

では、単身世帯の生活保護受給者が死

亡し、その者の葬祭を行う扶養義務者

がいない場合には、生活保護法に基づ

いて葬祭扶助を適用し、葬祭費用を支

払っている。この際、死者の遺留金品

については葬祭費用に充当できること

から、その金額を確定させて葬祭費用

に充当するとともに、なお不足する分

については、生活保護の葬祭扶助費と

して支出している。そのため、葬祭事

業者による葬祭費用の請求行為は、区

役所からの、遺留金品の充当額と生活

 

本件は葬儀執行後、地区担当員が支

払い事務の執行処理を速やかに行うこ

とを怠っていたこと、また、それを組

織的に管理出来ていなかったことが原

因です。 

当課においても、組織的に管理出来

ていない現状を問題視しており、事業

者から預かった請求書を各地区担当員

が書類を仕舞い込む前に集約・付番し

データ管理を行う事で、起案時にダブ

ルチェックも行い組織的に管理するよ

う令和 4年 1月より運用を変更しまし

た。また、令和 4年 8月 9日に係会を

開催し、遺留金品取扱事務について、 

事務手順の再周知と徹底を図りました。
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

保護の葬祭扶助費により支払う額の内

訳が確定した旨の連絡を待って行われ

ているのが実情である。 

葬祭費用の支払事務について調査し

たところ、遺留金品の充当額の確定や

葬祭事業者への連絡が遅れた結果、葬

祭執行から葬祭費用の支払が完了する

まで長期間を要している事例が見受け

られ、楠支所区民福祉課においては約   

1年 5か月を要している事例、天白区

民生子ども課においては最も長いもの

で約 1年 2か月を要しているなど複数

の事例があった。 

楠支所区民福祉課及び天白区民生子

ども課においては、事務遅滞による支

払遅延は行政に対する信用を損なうも

のであり、事務の進捗管理を徹底する

とともに、遺留金品の充当額の確定や

葬祭事業者への連絡を速やかに行い、 

葬祭費用の支払を滞りなく行われたい。

（楠支所区民福祉課、天白区民生子 

ども課） 

 

今後も支払事務が滞ることのないよ

う適切な事務の執行に努めてまいりま

す。     （楠支所区民福祉課） 

 

本件は、支払事務を速やかに行うこ

との認識が不十分であったことが原因

です。 

今回の指摘を受け、令和 5年 2月 9

日開催の係会において、死者の預金の

払戻し手続きを速やかに行う等遺留金

品の充当額を速やかに確定すること、

確定した段階で葬祭事業者への連絡を

速やかに行うことを周知しました。ま

た、査察指導員が進捗状況を毎月一回

以上点検し、必要に応じて査察指導員

から地区担当員に確認することで、処

理の遅延を防止しています。 

今後も本指摘事項に係る原因と対策 

について確実に引き継いでまいります。

（天白区民生子ども課） 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

上下水道局（工事） 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1 

 

高さ 2メートル以上の開口部等からの

墜落防止措置について（施工） 

労働安全衛生規則によると、事業者

は、高さが 2メートル以上の箇所（作

業床の端、開口部等を除く。）で作業

を行う場合において墜落により労働者

に危険を及ぼすおそれのあるときは、

足場を組み立てる等の方法により作業

床を設けなければならないと定められ

ており、高さが 2メートル以上の作業

床の端、開口部等で墜落により労働者 

に危険を及ぼすおそれのある箇所には、

囲い、手すり、覆い等（以下「囲い等」

という。）を設けなければならないと

定められている。 

 また、作業床を設けることが困難な

とき及び囲い等を設けることが著しく

困難なとき又は作業の必要上臨時に囲 

い等を取りはずすときは、防網を張り、

労働者に要求性能墜落制止用器具を使

用させる等墜落による労働者の危険を

防止するための措置を講じなければな

らないと定められている。 

工事写真及び報告書を確認したとこ

ろ、以下の事例が見受けられた。 

ア 「中村区橋下町地内始め２箇所下

水人孔改造工事」では、大型鉄蓋が

設置されている既存マンホールを一

部撤去し、直径 600ミリメートルの

鉄蓋を設置する工事を行っていた。

工事写真を確認したところ、高さ 2

メートル以上の開口部で作業を行っ

ていたが、囲い等を設けておらず、

また、労働者に要求性能墜落制止用

器具を使用させる等の措置を講じて

いなかった。 

イ 「堀留水処理センター旧施設撤去

工事（その２）」では、地下構造物

等を撤去する工事を行っていた。工

 

ご指摘の件につきましては、重大な

事案であると捉え、令和 5年 1月19日

に開催した中央安全衛生委員会及び各

課公所の安全衛生委員会にて、労働安

全衛生規則に基づく適切な墜落防止措

置の情報共有を行いました。 

また、令和 5年 3月28日付事務連絡

「安全に留意した工事監理について」 

を発出し、局内に周知を行いました。 

さらに、令和 5年 6月13日に適切な

墜落防止措置の指導等を行うため、令

和 4年度市工事監査指摘・注意事項等

説明会を開催し、その説明会の資料を

用いて各職場で職場内説明を実施する 

ことで、局内に広く周知を行いました。

加えて、契約中の墜落防止措置が必

要な件名に対して、計画書及び現場で

の施工状況の点検を実施しました。点

検の結果、適切な墜落防止措置が計画

及び実施されており、受注者への適切

な指導がなされていることを確認しま

した。       （技術管理課） 

 

ア 本件は、高さ 2メートル以上の開

口部からの墜落防止措置に関し、受 

注者の認識不足及び職員による周知・

指導が不足していたことが原因であ

ると考えます。 

原因を踏まえ、令和 5年 1月 6日

に担当係長から職員に対して、高さ                 

2メートル以上の開口部等で作業を

行う場合には、適切な措置を講じる

よう契約中の受注者への指導を指示

し、令和 5年 1月中に指導を行いま

した。 

また、令和 5年 6月20日及び22日

に職場内説明を実施し、職員へ周知

しました。 

引き続き、職場内での周知及び受
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

事写真を確認したところ、高さ 2メ

ートル以上となる箇所や開口部にお

いて撤去構造物の事前調査作業を行 

っていたが、囲い等を設けておらず、

また、労働者に要求性能墜落制止用

器具を使用させる等の措置を講じて

いなかった。 

ウ 「犬山系導水路橋梁点検調査業務

委託」では、犬山系導水路をパトロ 

ールするために必要な大山川（橋梁）

の点検を行っていた。橋梁の桁下点

検の報告書を確認したところ高さ 2

メートル以上の作業床を設けること

が困難な箇所ではしごを使用して点

検作業を行っていたが、労働者に要

求性能墜落制止用器具を使用させる

等の措置を講じていなかった。 

墜落により労働者に危険を及ぼすお

それのある箇所には、労働安全衛生規

則に基づき適切に墜落防止措置を行う

よう改めて受注者を指導されたい。 

（建設工事事務所、北部管路センター、

春日井浄水場） 

注者への適切な指導を徹底していき

ます。   （北部管路センター） 

 

イ 本件は、開口部の墜落防止措置を

工事施工時のみでなく、事前調査時

においても実施する必要があること

について、受注者の認識不足及び職

員による周知・指導が不足していた

ことが原因であると考えます。 

原因を踏まえ、令和 5年 4月 4日

及び 5日に職場内研修を実施し、担

当係長から職員へ指摘内容について

周知するとともに、受注者への指導

を実施しました。 

また、令和 5年 7月 3日に職場内

説明を実施しました。 

引き続き、職場内での周知及び受

注者に対しての適切な指導を徹底し

ていきます。 （建設工事事務所） 

 

ウ 本件は、高さ 2メートル以上での 

作業における墜落防止措置について、

受注者の認識不足及び職員による周

知・指導が不足していたことが原因

であると考えます。 

  原因を踏まえ、令和 5年 1月11日

及び27日に担当係長から職員へ周知

するとともに、受注者に対して指導

を行いました。 

また、令和 5年 6月23日及び 7月 

 5日に今回の指摘内容に関する職場

内説明を実施しました。 

引き続き、職場内での周知及び受

注者に対しての適切な指導を徹底し

ていきます。  （春日井浄水場） 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

教育委員会（工事） 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

1(1) 

 

適切な工事の施行について（施工）  

名古屋市工事請負契約約款（以下

「約款」という。）によると、発注者

及び受注者は、約款に基づき、設計図

書（設計書、図面、仕様書及びこれら

の図書に対する質問回答書をいう。）

に従い、契約を履行しなければならな

いとされており、発注者は、必要があ

ると認めるときは、設計図書の変更内

容を受注者に通知して、設計図書を変

更することができるとされている。ま

た、監督員は、設計図書に基づく工程

の管理、立会い、工事の施工状況の検

査等について権限を有するとされてい

る。 

現地での出来形検測を行ったところ、

以下の事例が見受けられた。 

ア 「野並小学校ブロック塀改修工事」

では、既存のブロック塀を取壊し、

鉄筋コンクリート製の擁壁に改修す

る工事を行っていたが、設計図書の

内、仕様書に明示された擁壁の施工

延長に対して不足が生じていた。 

イ 「平子小学校北側擁壁改修工事」

では、既存の石積擁壁の改修を行っ

ていたが、設計図書の内、仕様書に

明示された天板モルタル撤去・仕上

延長に対して不足が生じていた。 

ウ 「平子小学校ネットフェンス更新

工事」では、既存のネットフェンス

の改修を行っていたが、設計図書の

内、仕様書に明示されたフェンス設

置及びコンクリート打設の延長に対

して不足が生じていた。 

エ 「五反田小学校複合遊具修繕工事」

では、複合遊具の吊り橋のチェーン 

を取り替えていたが、設計図書の内、

仕様書に明示されたチェーン延長に

対して不足が生じていた。 

 

本件は、工事の施工監理において、

職員が工事目的物の出来形について確

認するという認識が不十分であったこ

とが原因です。 

今回の指摘を受け、監督員として工

事の施工状況の検査、工事目的物の出

来形を確認し、差異等が生じている場

合は、設計図書や請負代金の変更を行

うなど、契約約款や設計図書に基づき

適切に工事を施行するよう、担当係長

から職員へ令和 5年 4月 4日に係会に

おいて周知徹底しました。 

また、令和 5年度に施工完了した工

事について、設計図書と出来形につい

て差異がないか調査し、設計図書に基

づいた施工となっていることを確認し

ました。 

今後、同様の事象が起きないよう、

監査事務局の事例集を参照・活用する

とともに、今回の指摘を踏まえ、内容

を見直したチェックリストを用いて必

要な手続き等に漏れが生じないよう努

めてまいります。  （学校施設課） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

工事の施行に際しては、設計図書と

現地の施工状況との整合を確認するた

め、監督員として工事の施工状況の検

査、工事目的物の出来形を確認し、差

異等が生じている場合は、設計図書や

請負代金の変更を行うなど、約款に基

づき適切に工事を施行されたい。 

（学校施設課） 

 

 

1(2) 

 

ひさし上からの墜落防止措置について

（施工） 

労働安全衛生規則によると、事業者

は、高さが 2メートル以上の作業床の

端、開口部等で墜落により労働者に危

険を及ぼすおそれのある箇所には、囲

い、手すり、覆い等を設けなければな

らないと定められている。 

「南図書館及び南文化小劇場東側玄

関屋根防水改修工事」では、東側玄関

屋根及びひさしの防水改修工事を行っ

ていた。高さ 4.3メートル程度ある玄

関ひさし上の塗膜防水を施工していた

ことから、必要な安全対策を講じてい

るか工事写真を確認したところ、ひさ

し上部の端部に手すりを設置するなど

墜落防止措置を講じていなかった。 

墜落により労働者に危険を及ぼすお

それのある箇所には、労働安全衛生規

則に基づき適切に墜落防止措置を行う

よう改めて受注者を指導されたい。 

（南図書館） 

 

 

本件は、労働安全衛生規則に基づく

墜落防止措置について、職員及び受注

者の認識が不足していたことが原因で

す。 

ひさし上からの墜落防止措置につい

ては、令和 4年12月 6日に、監督員か

ら受注者に対して、今後は労働安全衛

生規則に基づき、高さが 2メートル以

上の作業床の端、開口部等で墜落によ

り労働者に危険を及ぼすおそれのある

工事箇所には、囲い、手すり、覆い等

を設けるよう指導しました。また、令

和 5年 2月17日に職場内研修で担当係

長が職員へ指摘内容について周知しま

した。 

監査事務局の事例集を参照・活用す

るとともに、今回の指摘を踏まえ、内

容を見直したチェックリストを用いて

現場での安全管理及び受注者への指導

を徹底するよう努めてまいります。 

（南図書館） 

 

1(3) 

 

保護帽の着用について（施工） 

労働安全衛生規則によると、事業者

は、掘削作業を行うときは、物体の飛

来又は落下による労働者の危険を防止

するため、労働者に保護帽を着用させ

なければならないと定められている。 

「熱田―Ｂ遺跡第３次発掘調査排土

工事」では、発掘調査のための掘削工

事を行っていた。重機が稼働している

状況であり、労働者への安全対策を講 

じているか工事写真で確認したところ、

労働者は危険を防止するための保護帽

 

本件は、保護帽の着用について、受 

注者の認識が不足及び職員による周知･ 

指導が不足していたことが原因です。 

当該受注者には、令和 4年12月 2日

に、保護帽の着用を徹底するよう直接

指導しました。 

加えて、契約中の保護帽の着用が必

要な同様の工事について、現場及び工

事写真で保護帽が適切に着用されてい

ることを確認しました。 

今後、同様の事象が起きないよう、

担当主査から職員へ令和 5年 8月 2日
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

を着用していなかった。 

掘削作業の安全対策に当たっては、

労働安全衛生規則に基づき労働者に保

護帽を着用させ、労働者の安全確保を

徹底するよう指導されたい。 

（文化財保護室） 

 

の月例会議において、労災事故例など

の事例をあげて、現場での安全管理及

び受注者への指導を徹底するよう講習

を実施しました。 （文化財保護室） 
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令和 5年監査報告第 2号関係分（令和 5年 5月16日報告） 

 

全局室区（企画競争による契約に限る。） 

  （令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

3(1) 

 

公告時の契約上限額の超過について

（契約事務） 

名古屋市企画競争実施ガイドライン

運用手引によると、契約候補者の選定

後、契約候補者と契約締結に向けた手

続を行うが、実施説明書等においてあ

らかじめ示した事項は変更することが

できないとされている。 

名古屋市成年後見あんしんセンター

運営事業委託契約について調査したと

ころ、企画競争の公告時に公表した契

約上限額を超過した金額で、契約候補

者と契約を締結していた。なお、提案

者数は 1者であった。 

健康福祉局地域ケア推進課に経緯を

確認したところ、契約を締結するにあ

たり公告時に公表した契約上限額の記

載誤りに気付いたため、本来公表すべ

きであった契約上限額を契約候補者に

伝えたところ、その契約上限額の範囲

内の見積書が提出され、契約を締結し

たとのことであった。 

本来であれば、再度公告を行って企

画競争をやり直すべきところ、提案者

数が 1者であったこと等もあり企画競

争をやり直していないものと思われる

が、契約の公正性及び透明性という観

点からは不適切であると考えられる。 

健康福祉局地域ケア推進課において

は、ガイドラインに沿った契約事務を

行われたい。 

（健康福祉局地域ケア推進課） 

 

 

公告時の契約上限額を超過した金額

で契約を締結したことについては、名

古屋市企画競争実施ガイドライン運用

手引の確認不足に起因するものです。 

本来であれば、企画競争をやり直す

べきところと認識しておりますが、名

古屋市成年後見あんしんセンターを切

れ目なく運営するためには、企画競争

をやり直す時間的猶予がございません

でした。加えて、相手方との契約は有

効に成立しており、撤回は困難である

と考えられるため、現行の契約によっ

て事業を進めております。 

また、同ガイドラインの内容につい

て、メールで課内職員へ周知を行うこ

とで、再発防止に努めました。（令和 

 5 年 8月24日実施） 

（健康福祉局地域ケア推進課） 
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令和 5 年外部監査公表第 2 号 

 

 地方自治法第 252  条の38第 6 項の規定に基づき市長等から措置を講じた旨の

通知があったので、同項の規定によりその内容を公表します。 

 

  令和 5 年11 月 2 日 

 

  名古屋市監査委員  小 出 昭 司  

同         うえぞの 晋 介  

同         山 本 正 雄 

同         小 川 令 持 
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令和 5年外部監査報告第 1号関係分（令和 5年 2月15日報告） 

 

防災危機管理局・スポーツ市民局・経済局・健康福祉局・住宅都市局・緑政土木局・

教育委員会事務局・消防局・上下水道局 

（令和 5年 8月31日現在の状況） 

番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

第 5 

5(2) 

 

5 (事業No.10)自然災害に関する歴史

的文献の公開事業 

(2) デジタル化の進捗について 

イ 指摘  

   当初の計画どおりに進捗してい 

ない状況を踏まえ、課題を整理し、

早期にデジタル化完了までの現実

的な計画を立案する必要がある。 

 

  

 

現時点の進捗状況を踏まえ、計画の

実現性について再度検証したところ、

計画策定時の見込み以上に膨大な作業

時間を要しているなど、当初想定した

期間内に調査を完了できないことが明

らかとなったことから、計画の期間を 

 4期20年から 7期35年に変更するとと

もに、各期の作業内容についても改善

を図るなど、現実的な計画となるよう

見直しを行いました。 

まずは現在進行中の第 1期調査及び

令和 6年度から実施予定の第 2期調査

について、着実に遂行していけるよう

に努めてまいります。 

（教育委員会鶴舞中央図書館） 

 

 

第 5 

13(2) 

イ 

 

13 (事業No.28)防災協力農地登録制度

の推進事業 

(2) 要綱と実態の乖離について 

ア 検出事項 

名古屋市防災協力農地登録制度

要綱（以下「要綱」という。）の

第 8条第 1 項において「地震災害

が発生した場合において、市長が

必要と認めるときは、市長は、防

災協力農地を避難空間又は災害復

旧資材置場として使用する。」と

あり、利用するためには市長の判

断が必要である旨が記載されてい

る。しかしながら市長の判断を待

ってからの避難では逃げ遅れる可

能性があることから、緊急時には

市長の判断を待たずに、市民の判

断で一時的な避難場所として防災

協力農地に逃げ込むことが認めら

れるという運用を想定しており、

不整合となっている。 

 

（監査期間中に措置済） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

イ 指摘  

要綱に記載されている内容と実

際に想定している運用との間に乖

離が生じている。要綱の記載内容

を実態に合うように修正する必要

がある。 

なお、都市農業課は令和 4年12

月20日に要綱の修正を行った。 

 

 

第 5 

16(2) 

 

16 (事業No.44)動員・参集計画の運用･

検証事業 

(2) 職員向け安否確認システムの運用

について 

イ 指摘 

   市の予算定員に対する安否確認

システムの登録者数の割合は、シ

ステム変更前の令和 3年度におい

て62.1％にとどまっている。職員

の安否及び参集情報を把握するこ

とで適切な人員配置を行う等の目

的を達成するという観点から、登

録者数の割合を高めるよう改善が

必要である。 

   さらに、令和 4年度のシステム

変更後に登録者割合が44.3％に下

落しているため、登録者割合を上

昇させる取り組みが必要である。

これに関して、市は各局室区の防

災担当課に対して通知を行い、注

意喚起を促している。しかし、そ

の通知後でも未登録の職員に対し

ては、職員個人の携帯電話やメー

ルアドレスを使用するため、強制

できない点については配慮する必

要があるが、再度通知を行う等、

より積極的な対応が必要である。 

   また、配信テストの未回答者や

正しい連絡先を登録していない職

員に関して、当該組織の所属長に

対して通知を行い、その後の対応

状況を観察する等、回答率の上昇

やエラー率の減少のためのより積

極的な対応が必要である。 

 

 

 

本件は、未登録者への登録勧奨や、

令和 4年度に行ったシステム変更後の

再登録の周知が十分ではなかったこと

が原因です。 

 今回の指摘を受け、登録者数を増加

させるため、新たに登録勧奨チラシを

作成し、各種会議において改めて各局

区室に対して登録を依頼しました。さ

らに、未登録者の多い局室区に対して

は個別に協議を行い、効果的な周知に

努めました。 

 また、エラー率の減少に向け、令和

 5 年 4月 5日に実施した通信テストに

おいては、各局室区に対して職員別の

配信状況の結果を通知するとともに、

エラーが発生した職員に対して登録の

修正を促したほか、未回答者に対して

回答を促しました。 

今後も登録を強制できない点につい

て配慮しながら、積極的な登録勧奨を

行うとともに、通信テスト後の通知や

その後の対応状況を的確に把握し改善

を促すことで、回答率の上昇やエラー

率の減少に努めていきます。 

（防災危機管理局危機対策室） 
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

 

第 5 

17(4) 

 

17 (事業No.60)消防団の充実強化事業 

(4) 工事入札の手順について  

ア 検出事項  

   「入札説明書」では、各業務に

参加するための要件として「名古

屋市競争入札参加資格審査におい

て競争入札参加資格を有すると認

定された者」が規定されている。  

   しかし、令和 4年度の笠寺学区･ 

太子学区の消防団詰所整備事業の

入札（予定価格56百万円）におい

て当該要件を満たしていない事業

者が入札した。その他に入札者が

いなかったため入札不調となり、

その結果、計画に遅れが生じた。 

イ 指摘  

   本案件においては、当該要件の

確認が事業者の入札後に行われて

いるため、その他の入札者がいな

ければ入札不調となる。不調とな

った場合、計画に遅れが生じる、

時期の遅れに伴う原料価格高騰に

より落札価格が上昇する等の影響 

が生じる可能性がある。これらは、

  迅速な消火・救助体制を確立する

ことの障害となりうる。 

   名古屋市競争入札参加資格の有

無に係る要件については、落札候

補者決定前に確認することが可能

なため、当該要件を満たしている

かどうかの事前確認を、入札書等

の提出期限後速やかに行う運用と

する必要があると考える。 

 

 

本件の入札方式は、総合評価落札方 

式を採用しており、発注方法が設計施

工一括発注によるため、競争入札に参

加するためには、「設計業務及び工事

監理業務」と「建設業務」の両方の資

格を満たすことが条件となります。  

このように 2種類の資格要件を求め 

ることは稀であるのにかかわらず、通 

常のように入札説明書等のみにしか掲 

示をしておらず、入札者への周知不足 

が不調の大きな要因となりました。  

これを受け、契約事務主管課である 

総務課においては、令和 4年 9月27日

に当該要件をまとめたチェックリスト

を作成し、以後、調達情報サービスに

添付することにより、入札予定者に当

該要件やその確認方法などについて把

握することを容易にしました。 

また、同時に、事業者が入札書等を

提出した際には、速やかに当該要件を

満たしているかを確認するよう徹底し

ました。          （消防局総務課） 

 

第 5 

45(2) 

 

45 (事業No. 161)災害時のこころの健

康に関する研修事業 

(2) 研修の受講人数について 

ア 検出事項  

   災害時のこころの健康に関する

研修として、市は令和元年度より 

 PFA  （Psychological First Aid:

心理的応急処理）研修を実施して

いる。直近 3年の受講人数は下表

のとおりであり、初年度こそ24名

 

災害時のこころの健康に関する研修

事業において、十分な受講者が確保で

きていないのは、国が PFA研修の開催

方法や受講定員といった条件を定めて

いることにより、受講しにくい状況と

なっていたことが原因です。 

 今回の指摘を受け、今後は市独自の

枠組みで研修を企画・実施することと

し、可能な限り多くの対象者が受講で

きるような手法となるよう努めてまい
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番号 指摘（監査結果） 措置の内容 

の参加があったものの、 2年目以

降は新型コロナウィルス感染症に

伴う業務対応もあったことから、

受講人数が大きく減少している。

なお、当研修は受講すると PFA認

定を受けることができ、 1 度認定

を受けた精神保健福祉相談員及び

保健師については 2回目以降の研

修に参加する必要はなくなる。 

   当研修について市は、全精神保

健福祉相談員及び保健師の受講が

望ましいと考えており、受講対象

者は 258  名いる。そのうち令和 3

年度末までにおいて受講済みの精

神保健福祉相談員及び保健師は39

名であり、受講対象者の約15％し

か受講していない。 

（表省略） 

イ 指摘  

   新型コロナウィルス感染症によ

る対応業務により、研修時間の確

保は難しいという状況はあったも

のの、受講対象者に対する受講者

の割合が低い。特定された研修日

での受講は難しいものの、例えば

開催方法をオンデマンド形式にす

る等工夫をすれば、対象者が各自

視聴可能なタイミングで受講する

ことができ、より多くの保健師等

に受講してもらうことが可能であ

ると考えられる。 

   一方で、新型コロナウィルス感

染症の影響を受けていない令和元

年度についても、定員数及び受講

者数が受講対象人数の 1割程度と

なっている点や過去に受講した人

は必ずしも受講する必要がない点

を鑑みると、事業の必要性につい

て再検討すべきであり、事業の廃

止もしくは他事業との統合につい

て検討する必要があると考えられ

る。 

 

ります。 （健康福祉局健康増進課） 
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   公告認定対象区域内における一敷地内認定建築物以外の建築物の 

位置及び構造の認定に係る公告 

 

 建築基準法（昭和25年法律第 201 号）第86条の 2 第 1 項の規定に基づき、次 

の認定対象区域内における一敷地内認定建築物以外の建築物の位置及び構造を 

認定しましたので、同条第 6 項の規定により、次のとおり公告するとともに、 

その関係図書を一般の縦覧に供します。 

 

  令和 5 年11月 1 日 

 

名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1  対象区域 

名古屋市熱田区新尾頭一丁目 501 番、 502 番  

 

 2  縦覧場所 

 名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 1 号 

 名古屋市住宅都市局建築指導部建築指導課 

 （名古屋市役所西庁舎 2 階） 

 

 3  縦覧日時 

 名古屋市の休日を定める条例（平成 3 年名古屋市条例第36号）第 2 条第 1  

項に規定する本市の休日以外の日の午前 8 時45分から午後 5 時15分まで。た

だし、正午から午後 1 時までを除きます。 

 

名古屋市住宅都市局建築指導部建築指導課 
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   大規模小売店舗立地法による大規模小売店舗の変更の届出の公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第 6条第 2項の規定により大

規模小売店舗の変更の届出がなされましたので、同条第 3項において準用する

同法第 5条第 3項の規定により次のとおり公告します。 

 

  令和 5年11月 1日 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し   

 

 1 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名古屋ゼロゲート 

  名古屋市中区栄三丁目2805番 1 ほか17筆 

 

 2 変更しようとする事項 

(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

小売業者 
開店時刻 閉店時刻 

変更前 変更後 変更前 変更後 

㈱Ｙｏｇｉｂｏ 午前10時00分 変更なし 午後 9時00分 

 

午後10時00分 

(年間 1日は

翌午前 7時00

分)  

 (2) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 

荷さばき施設 
荷さばき可能時間帯 

変更前 変更後 

建物 1階北側荷さばき施設 

午前 6時00分から午後

10時00分まで 

午前 6時00分から午後

10時00分まで 

(年間 1日は午前 6時

00分から翌午前 6時00

分まで)  

 

3 変更の日 

   令和 5年11月23日 

108



4 変更しようとする理由 

催事の開催及び顧客の利便性向上のため 

 

 5 届出の日 

  令和 5年10月19日 

 

 6 届出書等の縦覧場所 

  名古屋市経済局商業・流通部地域商業課（名古屋市役所本庁舎 5階） 

   中区役所情報コーナー及び東区役所情報コーナー 

 

 7 届出書等の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯 

令和 5年11月 1日から令和 6年 3月 1日まで。ただし、名古屋市の休日を

定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の

休日を除きます。 

  午前 8時45分から午後 5時00分まで 

 

 8 大規模小売店舗立地法第 8条第 2項の規定に基づき、この大規模小売店舗

を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべき事項に

ついて意見を有する者は、この公告の日から 4月以内に、名古屋市に対し意

見書の提出によりこれを述べることができます。 

 

 9 意見書の提出期限及び提出先 

  令和 6年 3月 1日  名古屋市経済局商業・流通部地域商業課 

 

                 名古屋市経済局商業・流通部地域商業課 
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   大規模小売店舗立地法による大規模小売店舗の変更の届出の公告 

 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第 6条第 1項の規定により大

規模小売店舗の変更の届出がなされましたので、同条第 3項において準用する

同法第 5条第 3項の規定により次のとおり公告します。 

 

  令和 5年11月 1日 

 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

 

 1 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  名古屋ゼロゲート 

  名古屋市中区栄三丁目2805番 1 ほか17筆 

 

2 変更した事項 

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法 

人にあっては代表者の氏名 

№ 

変更前 変更後 変更

年月

日 

氏名又は 

名  称 

代表者の 

氏  名 
住  所 

氏名又は 

名  称 

代表者の 

氏  名 
住  所 

1 

㈲ティッピ

ラグ 

代表取締役

植木 勝也

東京都武蔵

野市吉祥寺

南町 1丁目

17番 9号 

― ― ― 令和 

5年 

3月 

31日 

2 

― ― ― ベネリック

㈱ 

代表取締役

永利 道彦

東京都千代

田区神田駿

河台 2丁目

9番地 

令和 

5年 

7月 

14日 

 

3 変更の日 

  2で既述 
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4 変更した理由 

(1) № 1の小売業者については、退店のため 

(2) № 2の小売業者については、入店のため 

 

 5 届出の日 

  令和 5年10月19日 

 

 6 届出書の縦覧場所 

  名古屋市経済局商業・流通部地域商業課（名古屋市役所本庁舎 5階） 

 

7 届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯 

    令和 5年11月 1日から令和 6年 3月 1日まで。ただし、名古屋市の休日を

定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の

休日を除きます｡ 

午前 8時45分から午後 5時00分まで 

 

 8 大規模小売店舗立地法第 8条第 2項の規定に基づき、この大規模小売店舗

を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべき事項に

ついて意見を有する者は、この公告の日から 4月以内に、名古屋市に対し意

見書の提出によりこれを述べることができます。 

 

 9 意見書の提出期限及び提出先 

  令和 6年 3月 1日  名古屋市経済局商業・流通部地域商業課 

 

                 名古屋市経済局商業・流通部地域商業課 
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